
61－企業課税の現状と再構築の可能性（一）（手塚）
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一
　
は
じ
め
に

（一）

問
題
の
所
在

企
業
課
税
に
お
け
る
法
人
税
の
存
在
根
拠
は
一
見
自
明
で
、
実
は
定
説
は
な
い

（
１
）

。
法
人
税
と
は
所
得
税
の
一
類
型
で
あ
る
が

（
２
）

、
所
得
税

で
は
な
く
一
部
の
企
業
に
の
み
法
人
税
と
い
う
別
個
の
税
を
課
し
て
い
る
。
わ
が
国
で
は
一
般
的
に
「
法
人
税
は
所
得
税
の
前
取
り

（
３
）

」
と

い
う
位
置
づ
け
が
な
さ
れ
、
い
わ
ば
法
人
税
が
所
得
税
に
お
け
る
源
泉
徴
収
機
能
ま
た
は
繰
延
課
税
防
止
機
能
を
有
し
て
い
る
と
い
う
言

明
が
あ
る
。
こ
れ
に
よ
る
と
、
法
人
税
は
機
能
的
に
所
得
税
の
一
部
で
あ
り
、
そ
の
存
在
は
見
方
に
よ
っ
て
は
論
理
必
然
的
な
も
の
で
は

な
く
、
場
合
に
よ
っ
て
は
徴
収
の
必
要
が
な
い
。
因
み
に
ド
イ
ツ
に
お
い
て
有
力
に
主
張
さ
れ
て
い
る
法
人
課
税
の
根
拠
と
し
て
競
争
中

立
性
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
凡
そ
「
法
人
も
人
的
会
社
等
も
市
場
で
活
動
し
、
両
者
は
競
争
状
態
に
あ
る
の
で
、
租
税
法
上
の
扱
い
を
異

に
す
れ
ば
、
租
税
法
が
経
済
的
意
思
決
定
に
介
入
す
る
こ
と
は
正
し
く
な
い

（
４
）

」
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
換
言
す
れ
ば
、
法
人
に
係
る
利
益
、

（
１
）

岡
村
忠
生
他
著
『
ベ
ー
シ
ッ
ク
税
法
〔
第
５
版
〕』（
有
斐
閣
、
二
〇
一
〇
年
）
一
八
二
頁
以
下
（
渡
辺
徹
也
執
筆
）。

（
２
）

清
永
敬
次
『
税
法
　
（
第
七
版
）』（
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房
、
二
〇
〇
六
年
）
一
二
一
頁
。

（
３
）

金
子
宏
『
租
税
法
　
第
十
五
版
』（
弘
文
堂
、
二
〇
一
〇
年
）
二
五
一
頁
、
石
弘
光
『
現
代
税
制
改
革
史
　
終
戦
か
ら
バ
ブ
ル
崩
壊
ま
で
』（
東
洋
経
済
新

報
社
、
二
〇
〇
八
年
）
六
七
頁
以
下
。

（
４
）

P
ezzer,

H
einz-Jürgen,

R
echtsfertigung

und
R

echtsnatur
der

K
öperschaftsteuer,

in
:

W
idm

ann
S

iegfried,
B

esteuerung
der

G
m

bH
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ihrer

G
esellschafter,

S
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14 f.
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H

ey,
Johanna,

E
inführung

zum
K
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H

erm
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C
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erhard
H

euer/A
rndt

R
aupach

(H
rsg.),

E
inkom

m
en-und

K
öperschaftsteuer

K
om

m
entar

(L
oseblatt),

K
öln

S
tand

1999 ,
R

z.
17
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D

esens,
M

arc,
D

as
H

albeinkünfteverfahren
:

E
ine

theoritische,historische,system
atische

und
verfassungsrechtliche

W
ürdigung,K

öln
2004 ,S.16 .
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特
に
内
部
留
保
利
益
に
対
し
て
何
ら
か
の
課
税
を
行
わ
な
け
れ
ば
人
的
会
社
等
と
の
関
係
で
競
争
上
の
不
平
等
が
発
生
す
る
ゆ
え
、
当
該

部
分
に
対
し
て
法
人
課
税
が
行
わ
れ
る
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
私
法
上
の
法
形
態
に
関
わ
ら
ず
、
市
場
で
競
争
状
態
に
置
か
れ
る
組

織
に
は
同
様
の
税
負
担
の
創
出
が
求
め
ら
れ
る
。
具
体
的
に
は
法
人
の
内
部
留
保
利
益
に
係
る
課
税
と
人
的
会
社
等
の
そ
れ
に
係
る
課
税

と
が
同
一
で
あ
る
こ
と
が
端
的
に
は
求
め
ら
れ
る
。
右
の
言
明
の
前
提
と
し
て
、
一
に
、
法
人
は
株
主
か
ら
私
法
上
独
立
し
て
お
り
、
ま

た
別
個
の
独
自
の
組
織
で
あ
る
こ
と
、
二
に
、
法
人
が
そ
れ
に
基
づ
き
独
自
に
経
済
活
動
を
行
っ
て
い
る
こ
と
、
が
あ
る

（
５
）

。
し
か
し
、
右

の
前
提
に
は
問
題
も
な
お
残
る
。
一
に
、
納
税
義
務
の
所
在
を
自
然
人
で
あ
れ
、
法
人
で
あ
れ
、
人
格
の
所
在
に
一
致
さ
せ
る
の
で
あ
れ

ば
、
法
人
は
法
人
の
名
を
以
っ
て
経
済
活
動
を
現
実
に
し
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、
法
人
に
対
す
る
独
自
の
法
人
課
税
は
い
わ
ば
自
然
で

あ
る
こ
と
と
な
る
が
、
そ
も
そ
も
法
人
税
の
存
在
は
論
理
的
に
自
明
で
は
な
い
し
、
本
稿
で
後
に
示
す
よ
う
に
、
私
法
上
の
法
形
態
は
企

業
課
税
の
制
度
設
計
に
際
し
て
決
定
的
基
準
で
は
な
い
。
二
に
、
経
済
的
に
見
る
と
、
法
人
税
が
転
嫁
す
る
こ
と
は
周
知
で
あ
り
、
株
主
、

使
用
人
、
消
費
者
が
考
え
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
最
終
的
担
税
者
は
別
に
存
在
す
る
の
で
、
帰
着
先
の
解
明
可
能
性
の
問
題
は
措
く
と
し

て
、
法
人
税
は
課
さ
ず
に
、
彼
ら
に
課
税
す
る
選
択
肢
も
あ
り
う
る（

６
）

。
こ
の
こ
と
は
私
法
上
の
法
形
態
の
み
を
基
準
に
課
税
方
式
を
構

想
・
設
計
す
る
こ
と
の
一
つ
の
不
合
理
を
示
す
も
の
で
あ
る
。
換
言
す
れ
ば
、
私
法
上
の
法
形
態
を
ベ
ー
ス
に
企
業
課
税
、
特
に
法
人
課

税
の
意
味
を
問
う
こ
と
は
で
き
な
い

（
７
）

。
本
稿
で
は
企
業
課
税
の
租
税
政
策
に
係
る
基
準
と
し
て
私
法
上
の
法
形
態
と
は
別
の
着
眼
点
を
明

（
５
）

本
文
中
の
よ
う
な
法
人
の
独
立
性
は
か
ね
て
よ
り
、
例
え
ば
、V

odrazka,
K

arl,
D

ie
K

örperschaftsbesteuerung
der

K
apitalgesellschaft-A

rgum
ent

und
Folgerungen,StuW

1971
236 .

に
見
ら
れ
る
よ
う
に
指
摘
さ
れ
て
き
た
。

（
６
）

岡
村
忠
生
「
法
人
課
税
の
意
味
」
同
編
著
『
新
し
い
法
人
税
法
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
七
年
）
五
三
頁
。

（
７
）

同
旨
、
大
杉
謙
一
「
事
業
形
態
の
多
様
化
と
法
制
の
課
題
―
私
法
と
税
法
に
お
け
る
「
法
人
格
」
―
」
神
田
秀
樹
／
財
務
省
財
務
総
合
政
策
研
究
所
編

『
企
業
統
治
の
多
様
化
と
展
望
』（
金
融
財
政
事
情
研
究
会
、
二
〇
〇
七
年
）
一
三
七
頁
以
下
。
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ら
か
に
す
る
こ
と
と
し
た
い

（
８
）

。

（二）

本
稿
に
お
け
る
検
討
の
視
角

わ
が
国
に
お
い
て
も
法
人
課
税
を
根
本
的
に
捉
え
直
す
試
み
が
あ
る
。
そ
の
一
例
は
い
わ
ゆ
る
ス
テ
イ
ク
ホ
ル
ダ
ー
課
税
と
し
て
の
法

人
課
税
の
再
構
築
で
あ
る
。
所
論
に
よ
る
と
、
そ
の
内
容
は
、
凡
そ
、
個
人
所
得
税
と
の
関
係
で
の
法
人
の
存
在
に
よ
る
課
税
繰
延
を
防

止
す
る
た
め
に
、
法
人
が
支
払
う
給
与
等
の
損
金
算
入
項
目
を
逆
に
損
金
不
算
入
と
す
る
こ
と
に
よ
り
課
税
ベ
ー
ス
を
拡
大
す
る
必
要
が

あ
る
と
の
認
識
の
も
と
、
企
業
を
そ
の
事
業
を
行
お
う
と
す
る
者
の
集
合
体
と
考
え
、
個
人
が
法
人
を
含
む
事
業
体
を
形
成
し
て
事
業
を

行
う
の
は
、
取
引
コ
ス
ト
の
減
少
等
に
よ
り
そ
の
形
態
を
取
る
こ
と
が
最
も
効
率
的
で
あ
る
場
合
に
限
ら
れ
る
と
い
う
い
わ
ゆ
る
企
業
の

理
論
を
ベ
ー
ス
に
、
株
主
の
み
で
は
な
く
、
企
業
に
長
期
的
に
参
加
し
て
い
る
者
や
長
期
的
に
企
業
の
業
績
か
ら
自
己
の
収
益
等
に
影
響

が
あ
る
者
を
含
め
て
、
そ
う
し
た
者
が
法
人
税
を
最
終
的
に
負
担
し
て
い
る
と
考
え
て
法
人
税
制
を
設
計
す
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る

（
９
）

。
ま

た
、
出
資
者
が
法
人
を
設
立
す
れ
ば
、
出
資
者
が
お
互
い
に
出
資
後
に
出
資
者
と
し
て
適
切
に
行
動
す
る
か
否
か
を
監
視
す
る
コ
ス
ト
が
、

法
人
と
い
う
器
と
個
々
の
出
資
者
と
の
間
で
の
出
資
に
伴
う
契
約
の
み
で
足
り
る
点
で
大
幅
に
減
少
す
る
と
い
う
の
で
あ
っ
て
、
そ
の
コ

ス
ト
軽
減
分
に
法
人
税
が
課
さ
れ
る
と
い
う
説
明
も
な
さ
れ
る

（
10
）

。
次
に
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
コ
ス
ト
の
軽
減
を
根
拠
と
す
る
見
解
も
あ
る

（
11
）

。

（
８
）

渕
圭
吾
「
法
人
税
の
納
税
義
務
者
」
金
子
宏
編
『
租
税
法
の
基
本
問
題
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
七
年
）
四
二
二
頁
は
、
”端
的
に
等
し
い
も
の
を
等
し
く
扱

う
“
と
す
る
だ
け
で
は
合
理
的
な
制
度
設
計
は
で
き
な
い
と
説
く
。

（
９
）

岡
村
・
前
掲
注
（
６
）。

（
10
）

岡
村
他
著
・
前
掲
注
（
１
）
一
八
四
頁
（
渡
辺
徹
也
執
筆
）。
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す
な
わ
ち
法
人
の
株
主
の
中
に
は
様
々
な
者
が
い
て
、
仮
に
法
人
税
が
な
く
組
合
の
よ
う
に
個
々
の
出
資
者
の
も
と
で
課
税
さ
れ
る
と
、

例
え
ば
非
課
税
株
主
や
課
税
所
得
計
算
上
利
用
可
能
な
損
失
を
有
す
る
株
主
と
、
配
当
が
あ
っ
た
場
合
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
株
主
と

が
存
在
す
る
場
合
に
は
、
法
人
か
ら
の
損
益
の
分
配
の
あ
り
方
を
め
ぐ
り
利
害
対
立
が
発
生
す
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
法
人
の
も
と
で

法
人
の
損
益
に
基
づ
き
法
人
税
が
課
さ
れ
る
と
そ
う
し
た
利
害
対
立
は
回
避
さ
れ
る
と
い
う
の
で
あ
る
。
そ
う
し
た
利
害
対
立
が
回
避
さ

れ
る
こ
と
に
つ
き
利
益
を
観
念
し
、
法
人
課
税
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
以
上
の
よ
う
な
議
論
を
以
て
法
人
課
税
の
あ
り
方
が
模
索
さ

れ
て
い
る
が
、
特
に
、
後
二
者
の
議
論
の
特
徴
と
し
て
法
人
課
税
の
対
象
を
法
人
が
経
済
活
動
の
結
果
と
し
て
稼
得
し
た
法
人
所
得
と
し

て
考
え
て
い
な
い
こ
と
が
指
摘
で
き
る
。
後
に
も
触
れ
る
が
、
か
つ
て
法
人
課
税
の
正
当
化
根
拠
と
し
て
法
人
の
有
限
責
任
性
の
対
価
、

他
の
企
業
形
態
と
比
較
し
た
場
合
の
そ
の
高
度
な
信
用
力
が
挙
げ
ら
れ
た
が
、
前
叙
の
議
論
は
右
の
点
で
そ
う
し
た
か
つ
て
の
見
解
に
類

似
し
て
い
る
。
以
上
の
よ
う
な
点
か
ら
、
そ
も
そ
も
理
論
的
に
法
人
税
の
正
当
化
根
拠
が
問
題
と
さ
れ
て
き
た
。
す
な
わ
ち
、
周
知
の
よ

う
に
、
租
税
理
論
と
し
て
個
人
に
対
す
る
所
得
課
税
の
可
能
性
に
つ
い
て
は
疑
問
が
呈
せ
ら
れ
る
こ
と
は
な
く
、
所
得
と
は
そ
も
そ
も
欲

求
の
充
足
で
あ
り
そ
れ
に
つ
い
て
課
税
可
能
性
を
考
慮
し
た
結
果
現
在
の
租
税
制
度
の
よ
う
に
金
銭
お
よ
び
金
銭
的
価
値
を
持
つ
も
の
に

所
得
課
税
が
行
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
そ
れ
故
所
得
課
税
が
可
能
な
者
と
し
て
以
上
の
議
論
に
よ
る
と
課
税
に
よ
り
生
ず
る
心
理
的
痛

税
感
を
感
ず
る
こ
と
の
で
き
る
者
が
想
定
さ
れ
て
お
り
、
所
得
課
税
は
自
然
人
で
あ
る
個
人
の
も
と
で
は
じ
め
て
可
能
と
な
る
と
さ
れ
た

の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
考
え
る
と
法
人
は
そ
う
し
た
所
得
を
稼
得
す
る
こ
と
は
性
質
上
あ
り
え
な
い
の
で
、
先
に
挙
げ
た
取
引
コ
ス
ト

の
低
減
、
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
コ
ス
ト
の
低
減
と
い
う
新
た
な
視
点
が
出
て
く
る
と
い
う
理
解
も
あ
り
え
よ
う
。

さ
ら
に
議
論
を
進
め
よ
う
。
法
人
税
は
法
人

”所
得
“
税

（
12
）

と
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
に
よ
る
と
法
人
の
所
得
稼
得
可
能
性
が
前
提
と
さ

（
11
）

佐
藤
英
明
編
著
『
租
税
法
演
習
ノ
ー
ト
　
第
２
版
』（
弘
文
堂
、
二
〇
〇
八
年
）
一
四
六
頁
（
渡
辺
徹
也
執
筆
）。
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れ
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
法
人
に
前
叙
の
心
理
的
感
覚
を
観
念
す
る
こ
と
が
性
質
上
で
き
な
い
の
で
所
得
税
と
厳
密
に
同
一
の

理
論
的
枠
組
み
で
法
人
課
税
の
存
在
を
論
証
す
る
こ
と
は
必
ず
し
も
で
き
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
法
人
課
税
の
正
当
化
根
拠
が
理
論
的
問

題
点
と
し
て
提
起
さ
れ
る
。
そ
れ
と
並
ん
で
、
法
人
課
税
を
正
当
化
で
き
る
と
し
て
、
法
人
が
法
人
課
税
済
み
の
利
益
か
ら
そ
の
株
主
に

対
し
て
配
当
を
行
う
際
に
株
主
の
も
と
で
配
当
所
得
課
税
が
行
わ
れ
る
こ
と
に
よ
り
生
ず
る
二
重
課
税
を
ど
の
よ
う
に
評
価
す
べ
き
か
も

問
題
と
な
る
。
な
お
こ
の
問
い
に
つ
い
て
は
法
人
に
独
自
の
担
税
力
が
あ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
れ
ば
生
じ
な
い
問
題
に
他
な
ら
な
い
。

こ
の
点
は
経
済
理
論
に
よ
れ
ば
法
人
を
は
じ
め
と
す
る
企
業
は
、
自
然
人
の
所
得
の
稼
得
に
資
す
る
契
約
形
成
物
（V

ertragsgebilde

）

で
あ
り
、
独
自
の
担
税
力
を
持
た
な
い
と
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る

（
13
）

。
こ
の
考
え
方
は
、
お
そ
ら
く
は
法
人
を
契
約
の
束
と
捉
え
る
立
場
と
同

義
で
あ
っ
て
、
法
人
の
基
本
構
造
を
契
約
と
見
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
考
え
方
に
よ
れ
ば
、
法
人
の
出
資
者
と
の
関
係
で
の
独
自
性
は
希

薄
と
な
り
、
法
人
に
独
自
の
担
税
力
を
承
認
す
る
と
い
う
理
論
的
帰
結
を
必
ず
し
も
導
か
な
い
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
さ
ら
に
、
企
業
は
そ

の
役
員
が
出
資
者
の
た
め
に
運
営
す
る
の
で
、
出
資
者
の
所
得
稼
得
の
た
め
の
媒
体
に
過
ぎ
ず
、
そ
れ
に
独
自
の
担
税
力
は
承
認
し
が
た

い
と
す
る
立
場

（
14
）

も
あ
り
う
る
。
し
か
し
、
本
稿
は
、
後
に
詳
述
す
る
が
、
ド
イ
ツ
の
学
説
が
示
唆
す
る
よ
う
に
法
人
は
法
的
に
株
主
か
ら

別
個
独
立
の
存
在
と
考
え
る
の
が
実
定
法
に
忠
実
で
あ
り
、
そ
れ
に
も
独
自
の
担
税
力
は
承
認
で
き
る
し
、
ま
た
転
嫁
の
有
無
お
よ
び
程

度
は
不
明
確
で
あ
り
、
そ
れ
を
ベ
ー
ス
に
法
人
課
税
の
あ
り
方
を
論
ず
る
の
は
必
ず
し
も
適
切
で
な
い

（
15
）

よ
う
に
考
え
る
。

（
12
）

わ
が
国
で
は
、
例
え
ば
、
水
野
忠
恒
『
租
税
法
　
第
４
版
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
九
年
）
二
八
七
頁
は
「
法
人
税
は
法
人
の
所
得
に
対
す
る
租
税
で
あ
る
」

と
す
る
。

（
13
）

Schreiber,U
lrich,B

esteuerung
der

U
ntenehm

en
:E

ine
E

infuhrung
in

Steuerrechtund
Steuerw

irkung
2 .A

ufl.,B
erlin+H

eidelberg
2008 ,S.76 .

（
14
）

例
え
ば
、M

itschke,Joachim
,E

rneuerung
des

deutschen
E

inkom
m

ensteuerrechts
:G

esetzestextentw
urf

und
B

egründung,K
öln
2004 ,R

z.27 .

（
15
）

K
raus,C

hristoph,K
öperschaftsteuerliche

Integration
von

Personenunternehm
en,Frankfurta.M

.2009 ,S.48 ff.
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こ
の
よ
う
に
法
人
課
税
の
あ
り
方
を
考
え
る
際
に
は
、
法
人
そ
の
も
の
に
加
え
て
法
人
と
株
主
と
の
関
係
で
の
課
税
を
も
考
え
ね
ば
な

ら
な
い
。
加
え
て
法
人
の
み
で
な
く
そ
の
他
に
も
企
業
活
動
を
行
う
法
形
態
と
し
て
人
的
会
社
お
よ
び
個
人
が
あ
る
。
ド
イ
ツ
実
定
租
税

法
は
そ
れ
ら
と
法
人
と
の
間
で
の
課
税
方
式
を
分
け
て
い
る
が
、
そ
れ
を
現
状
の
ま
ま
に
し
て
お
く
べ
き
か
、
ま
た
は
そ
の
他
の
途
が
選

択
さ
れ
る
べ
き
か
と
い
う
問
題
も
提
起
さ
れ
う
る
。
具
体
的
に
は
企
業
と
い
う
属
性
に
着
目
し
て
課
税
方
式
を
統
一
化
し
た
り
、
逆
に
法

人
税
を
廃
止
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。
こ
れ
は
い
わ
ゆ
る
法
形
態
の
中
立
性
の
問
題
で
あ
る
。
特
に
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
私
法
上
の
法

形
態
を
ベ
ー
ス
に
課
税
方
式
を
分
け
て
お
り
、
こ
れ
が
前
叙
の
よ
う
な
中
立
性
が
企
業
税
制
に
お
い
て
充
足
さ
れ
な
い
要
因
を
形
成
し
て

い
る
。
そ
こ
で
学
説
上
も
実
務
上
も
一
定
の
要
件
の
充
足
を
条
件
と
し
つ
つ
、
人
的
会
社
に
も
法
人
税
を
課
す
る
と
い
う
提
案
が
な
さ
れ

て
い
る
。
し
た
が
っ
て
法
人
税
の
基
本
的
特
徴
を
明
ら
か
に
し
た
上
で
、
そ
れ
が
法
人
と
は
異
な
る
事
業
体
に
法
人
課
税
を
行
う
こ
と
を

可
能
と
す
る
か
否
か
と
い
う
問
い
に
つ
い
て
検
討
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
本
稿
で
は
こ
れ
ら
を
中
心
に
検
討
を
行
う
が
、
特
に
現
実
の

実
定
法
を
概
観
す
る
こ
と
を
以
て
ド
イ
ツ
法
人
税
法
の
基
本
構
造
を
明
ら
か
に
し
、
そ
の
上
で
ド
イ
ツ
法
人
税
法
の
歴
史
的
展
開
と
学
説

等
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
た
後
、
今
後
の
望
ま
し
い
法
人
課
税
の
あ
り
方
を
ド
イ
ツ
の
学
説
に
照
ら
し
て
検
討
す
る
。
ア
メ
リ
カ
租
税
法

に
つ
い
て
は
既
に
優
れ
た
紹
介
・
分
析
が
あ
る（

16
）

の
で
、
そ
ち
ら
に
譲
り
、
前
叙
の
よ
う
な
問
題
点
に
つ
き
、
本
稿
で
は
ド
イ
ツ
法
人
税

法
・
企
業
課
税
法
を
素
材
と
し
て
法
人
税
の
意
味
・
今
後
の
あ
り
方
お
よ
び
再
構
築
の
方
向
性
を
検
討
す
る
。
な
お
紙
幅
の
都
合
上
本
稿

は
文
献
を
網
羅
的
に
引
用
す
る
こ
と
は
せ
ず
、
詳
細
な
検
討
は
他
日
を
期
し
た
い
。

（
16
）

岡
村
・
前
掲
注
（
６
）。
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二
　
ド
イ
ツ
企
業
税
法
の
現
状

（一）

企
業
税
法
の
法
構
造
―
い
わ
ゆ
る
二
元
主
義
に
お
け
る
法
人
税
―

１
　
私
法
準
拠
主
義
―
法
人
税
法
の
現
状

企
業
課
税
に
お
け
る
課
税
単
位
の
あ
り
方
は
、
複
数
あ
り
う
る
。
便
宜
的
呼
称
を
以
っ
て
す
る
と
法
人
格
基
準
と
企
業
基
準
と
に
大
ま

か
に
識
別
で
き
る
。
前
者
は
私
法
上
の
法
人
格
の
有
無
と
納
税
義
務
の
所
在
を
一
致
さ
せ
る
基
準
で
あ
り
、
後
者
は
経
済
活
動
の
実
態
等

を
基
準
と
し
て
私
法
上
の
法
人
格
の
有
無
あ
る
い
は
法
形
態
と
は
別
個
に
納
税
義
務
の
所
在
を
決
定
す
る
基
準
で
あ
る
。
ド
イ
ツ
租
税
法

は
原
則
と
し
て
前
者
に
拠
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
法
人
に
は
法
人
税
が
（
ド
イ
ツ
法
人
税
法
（
以
下
、
ド
法
法
と
す
る
こ
と
が
あ
る
）

一
条
）、
人
的
会
社
お
よ
び
個
人
事
業
者
に
は
所
得
税
が
課
さ
れ
る
（
ド
イ
ツ
所
得
税
法
（
以
下
、
ド
所
法
と
す
る
こ
と
が
あ
る
）
一
条

一
項
一
文
、
二
条
一
項
二
号
、
一
五
条
一
項
一
文
二
号
）。
組
合
に
つ
い
て
も
そ
う
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
法
人
は
権
利
能
力
を
有
し
、

そ
の
反
対
に
人
的
会
社
は
そ
れ
を
有
さ
な
い
と
さ
れ
る
の
で
、
そ
う
し
た
私
法
上
の
性
質
を
租
税
法
上
も
税
制
の
設
計
に
際
し
て
受
容
す

る
の
で
あ
る
。
こ
れ
が
二
元
主
義
で
あ
り
、
企
業
税
法
に
お
い
て
二
つ
の
異
な
る
課
税
方
式
が
並
存
し
て
い
る
。
そ
の
根
拠
は
後
に
挙
げ

る
よ
う
に
法
秩
序
の
統
一
性
で
あ
る
が
、
そ
れ
に
は
理
論
的
に
は
疑
問
が
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
。
実
は
私
法
上
も
人
的
会
社
、
さ
ら
に
は

組
合
も
法
人
と
同
じ
よ
う
に
権
利
能
力
を
有
し
て
お
り
、
そ
の
点
で
実
際
的
に
法
人
と
の
類
似
性
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
も
拘
わ

ら
ず
存
続
し
続
け
る
こ
の
二
元
主
義
の
問
題
は
、
い
わ
ゆ
る
企
業
課
税
が
法
形
態
に
つ
い
て
非
中
立
的
に
な
っ
て
い
る
点
で
あ
る
。
換
言

す
れ
ば
、
私
法
上
の
法
人
格
の
有
無
が
担
税
力
の
違
い
あ
る
い
は
課
税
方
式
の
違
い
を
正
当
化
す
る
も
の
で
あ
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る

の
で
あ
る

（
17
）

。
実
際
に
は
法
人
税
と
所
得
税
と
の
間
に
は
税
率
・
課
税
ベ
ー
ス
等
も
含
め
た
課
税
構
造
の
違
い
が
あ
り
、
結
局
法
人
・
人
的
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会
社
間
で
の
税
負
担
は
違
い
が
あ
る
。
ま
た
法
人
に
は
法
人
段
階
で
法
人
税
が
課
さ
れ
、
そ
れ
が
株
主
に
配
当
さ
れ
る
段
階
に
あ
っ
て
は

株
主
の
も
と
で
配
当
所
得
課
税
が
な
さ
れ
る
と
い
う
二
段
階
課
税
が
予
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
先
の
法
人
の
私
法
上
の
独
立
性
を
根
拠

と
し
て
株
主
と
の
間
で
課
税
関
係
が
分
離
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
よ
る
（
い
わ
ゆ
る
分
離
原
則
）。
し
か
し
そ
の
反
対
に
人
的
会
社
の
も
と

で
は
そ
れ
が
個
人
事
業
者
の
集
合
体
と
観
念
さ
れ

（
18
）

（
会
計
束
理
論
（B
ilanzbündeltheorie （

19
）

）
と
い
う
人
的
会
社
の
個
人
事
業
者
の
集
合
体

と
し
て
の
把
握
。V

ielheit
der

G
esellschafter （

20
）

）、
人
的
会
社
を
通
じ
て
経
済
活
動
が
行
わ
れ
て
も
、
そ
の
成
果
に
つ
い
て
は
出
資
者
の
も

と
で
所
得
課
税
が
な
さ
れ
る
と
い
う
一
段
階
課
税
が
予
定
さ
れ
て
い
る
（
透
明
性
原
則
）。
ま
た
ド
イ
ツ
所
得
税
法
に
お
け
る
人
的
会
社

の
課
税
方
式
は
か
な
り
複
雑
で
あ
る
。
本
稿
は
主
と
し
て
法
人
税
を
検
討
す
る
の
で
、
人
的
会
社
課
税
も
含
め
た
検
討
は
別
稿
に
譲
り
、

（
17
）

参
照
、H

einrichs,Joachim
,D

ualism
us

der
U

nternehm
ensbesteuerung

aus
gesellschaftrechtlicher

und
steuersystem

tischer
Sicht:O

der
:D

ie
nach

w
ie

vor
unvollendete

U
nternehm

enssteuerreform
,StuW

2002 ,201 ff.,202 ,204 .

な
お
、
各
企
業
に
係
る
法
形
態
の
私
法
上
の
構
造
的
相
違
と
そ
れ
が
持

つ
租
税
法
上
の
影
響
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
参
照
、M

aurer,
T

orsten,
D

ie
B

esteuerung
von

A
nleger-K

om
m

anditgesellschaften
:

Z
ugleich

ein

G
rundlagenbeitrag

zum
dualistischen

System
des

G
eselschafts-B

ilanz-und
Steuerrechts,B

erlin
1999 ,S.79 ff.

（
18
）

H
einrichs

(Fn.17 ),
StuW

2002 ,202 .

尤
も
人
的
会
社
が
所
得
税
法
上
ま
っ
た
く
無
視
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
例
え
ば
、
ド
イ
ツ
所
得
税
法
一
五

条
一
項
一
文
二
号
に
お
い
て
人
的
会
社
の
課
税
所
得
計
算
は
二
段
階
に
行
わ
れ
る
と
さ
れ
、
具
体
的
に
は
会
社
の
所
得
は
ま
ず
会
社
会
計

（G
esellschaftbilanz

）
が
作
成
さ
れ
、
そ
れ
に
基
づ
き
出
資
者
の
会
社
所
得
に
係
る
持
分
が
計
算
さ
れ
る
。
こ
こ
で
人
的
会
社
は
帳
簿
書
類
等
義
務
の
主
体

で
あ
り
（
ド
イ
ツ
租
税
通
則
法
（
以
下
、
ド
通
則
法
）
一
四
〇
条
以
下
、
ド
イ
ツ
商
法
二
三
八
条
一
項
一
文
、
二
四
二
条
一
項
、
六
条
一
項
）、
人
的
会
社

と
出
資
者
と
の
間
の
取
引
は
第
三
者
間
の
も
の
と
し
て
性
質
決
定
さ
れ
る
。K

n
o

b
ee-K

eu
k

教
授
（B

rig
itte,

K
n

o
b

ee-K
eu

k
,

B
ilan

z-u
n

d

U
nternehm

enssteuerrecht9 .A
ufl.,K

öln
1993 ,S.365 .

）
に
よ
る
と
、
こ
れ
は
先
に
挙
げ
た
会
計
束
理
論
か
ら
の
乖
離
で
あ
る
と
解
さ
れ
て
い
る
。

（
19
）

詳
細
は
別
稿
で
触
れ
る
が
、
参
照
、H

allerbach,
D

orothee,
D

ie
Personengesellschaft

im
E

inkom
m

ensteuerrecht:
Z

ivilrechtliche
E

inordnung
und

einkom
m

ensteuerliche
Folgen,M

ünchen
1999 ,S.108 ff.;Pinkernell,R

eim
ar,E

inkünftezurechnung
beiPersonengesellschaften,K

öln
2001 ,S.20 ff.

（
20
）

H
ey,Johanna,in

:T
ipke,K

laus/Joachim
L

ang
(H

rsg.),Steuerrecht20 .A
ufl.,§18

R
z.10 .
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以
下
に
ド
イ
ツ
法
人
税
法
の
基
本
構
造
を
大
ま
か
に
鳥
瞰
す
る
。

ド
イ
ツ
法
人
税
法
に
お
い
て
は
個
々
の
法
人
を
基
準
に
課
税
単
位
が
決
定
さ
れ
て
い
る
（
ド
法
法
一
条
）。
し
た
が
っ
て
法
人
の
も
と

で
法
人
が
稼
得
し
た
所
得
に
法
人
課
税
が
な
さ
れ
る
。
こ
れ
は
課
税
に
お
け
る
法
人
の
遮
断
効
で
あ
る
（A

bschirm
w

irkung （
21
）

）。
法
人
税

の
課
税
物
件
は
所
得
で
あ
り
、
株
主
へ
の
分
配
が
行
わ
れ
る
前
の
（
ド
法
法
八
条
三
項
一
文
）
暦
年
の
所
得
で
あ
る
（
同
七
条
三
項
）。

ド
イ
ツ
法
人
税
法
は
法
人
所
得
の
定
義
を
有
し
て
お
ら
ず
、
ド
イ
ツ
所
得
税
法
の
そ
れ
を
参
照
し
て
い
る
（
同
八
条
一
項
）。
そ
の
結
果

法
人
所
得
（
同
七
条
、
八
条
一
項
）
は
、
ド
イ
ツ
所
得
税
法
に
お
け
る
事
業
所
得
に
該
当
し
（
同
八
条
二
項
、
ド
所
法
二
条
一
項
一
文
二

号
）、
利
益
所
得
で
あ
り
（
ド
所
法
二
条
二
項
一
号
）、
商
法
会
計
を
ベ
ー
ス
に
導
出
さ
れ
る
税
法
会
計
上
の
成
果
で
あ
る
（
ド
所
法
五
条
）。

な
お
法
人
税
法
上
の
要
請
か
ら
そ
れ
に
一
定
の
修
正
が
加
え
ら
れ
る
（
ド
法
法
八
条
一
項
以
下
）。
次
に
、
株
主
に
配
当
が
あ
っ
て
は
じ

め
て
株
主
の
も
と
で
配
当
所
得
税
が
流
入
段
階
で
（
ド
所
法
一
一
条
）
課
さ
れ
る
（
ド
所
法
二
〇
条
一
項
一
号
）。
し
た
が
っ
て
法
人
の

も
と
で
発
生
し
た
損
失
は
株
主
に
と
っ
て
課
税
上
何
ら
の
影
響
も
及
ぼ
さ
な
い
（
ド
法
法
八
条
一
項
、
八
ｃ
条
、
ド
所
法
一
〇
ｄ
条
）。

こ
こ
で
実
現
主
義
に
着
目
す
べ
き
で
あ
る
。
株
主
の
も
と
に
流
入
し
て
い
な
い
法
人
の
内
部
留
保
利
益
に
つ
き
株
主
は
処
分
可
能
性
を
有

し
て
い
な
い
。
な
お
法
人
格
と
い
う
枠
を
超
え
て
損
益
通
算
を
可
能
に
す
る
の
は
機
関
会
社
制
度
（O

rganschaft

）
で
あ
る
。
従
属
会
社

の
正
負
の
所
得
を
支
配
会
社
に
拠
出
し
、
支
配
会
社
の
も
と
で
法
人
課
税
が
行
わ
れ
る
の
で
、
支
配
会
社
は
従
属
会
社
の
損
失
を
利
用
で

き
る
。
し
か
し
、
個
々
の
企
業
ご
と
に
納
税
義
務
は
残
り
、
機
関
グ
ル
ー
プ
全
体
を
納
税
義
務
者
と
し
て
い
な
い
。
ま
た
機
関
会
社
制
度

自
体
の
検
討
は
別
稿
を
予
定
し
て
い
る

（
22
）

。

２
　
企
業
課
税
に
お
け
る
法
秩
序
の
統
一
性
・
法
的
安
定
性
―
私
法
準
拠
主
義
の
根
拠
と
限
界
―

（
21
）

H
einrichs

(Fn.17 ),StuW
2002 ,202 .
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前
述
の
よ
う
に
現
行
法
に
お
い
て
私
法
準
拠
主
義
が
採
用
さ
れ
る
根
拠
は
法
秩
序
の
統
一
性
で
あ
る
。
ま
た
は
法
的
安
定
性
の
実
現
と

も
言
え
よ
う
。
そ
れ
は
、
す
な
わ
ち
、
私
法
上
の
法
人
格
の
所
在
と
納
税
義
務
と
を
対
応
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
。
例
え
ば
法
人
は
私
法
上

そ
の
背
後
に
存
在
す
る
株
主
か
ら
独
立
し
て
い
る
の
で
租
税
法
に
お
い
て
も
そ
れ
を
ベ
ー
ス
に
す
べ
き
と
す
る
。
そ
の
根
拠
と
し
て
所
論

は
法
秩
序
の
統
一
性
を
以
て
私
法
と
租
税
法
と
が
事
実
関
係
を
同
一
に
扱
う
こ
と
に
な
る
こ
と
を
挙
げ
る
。
こ
の
根
拠
は
一
見
正
し
い
よ

う
に
思
わ
れ
る
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
課
税
方
式
の
振
り
分
け
を
論
ず
る
際
に
、
法
秩
序
の
統
一
性
を
援
用
す
る
こ
と
は
必
ず
し
も
説
得

的
で
な
い
。
し
か
し
理
論
的
に
は
法
秩
序
の
統
一
性
は
自
己
目
的
（S

elbszw
eck

）
で
は
な
く
価
値
判
断
の
矛
盾
を
避
け
る
た
め
の
も
の

で
あ
る
と
反
論
可
能
で
あ
り
、
租
税
法
は
経
済
的
事
実
関
係
を
把
握
す
る
も
の
で
あ
り
、
私
法
を
課
税
の
ベ
ー
ス
に
し
て
も
必
ず
し
も
適

切
な
税
制
と
は
言
い
切
れ
な
い

（
23
）

。
こ
の
法
秩
序
の
統
一
性
を
ベ
ー
ス
と
す
る
と
、
確
か
に
ド
イ
ツ
企
業
税
法
に
お
け
る
に
二
元
主
義
は
正

当
化
さ
れ
る
。
と
は
い
え
こ
の
二
元
主
義
は
租
税
法
学
に
お
い
て
は
論
難
の
対
象
で
あ
る
。L

auterbach

氏
（
24
）

に
よ
る
と
、
あ
る
法
領
域
に

（
22
）

手
塚
貴
大
「
ド
イ
ツ
企
業
結
合
税
法
の
法
構
造
と
諸
問
題
―
機
関
会
社
制
度
、
組
織
再
編
、
国
際
的
ア
ス
ペ
ク
ト
―
」
森
本
滋
編
著
『
企
業
結
合
法
の
総

合
的
研
究
』（
商
事
法
務
、
二
〇
〇
九
年
）
三
九
二
頁
以
下
。
そ
の
他
に
も
以
下
の
よ
う
な
特
徴
が
あ
る
。
機
関
グ
ル
ー
プ
を
構
成
す
る
会
社
間
取
引
に
よ

る
内
部
利
益
は
実
現
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
る
。
機
関
会
社
制
度
の
も
と
で
は
、
確
か
に
、
私
法
準
拠
主
義
が
修
正
さ
れ
て
い
る
が
、
し
か
し
、
な
お
色
濃
く

残
っ
て
い
る
と
も
言
い
う
る
。
本
来
親
子
会
社
で
経
営
を
行
う
か
、
ま
た
は
事
業
部
制
で
経
営
を
行
う
か
と
い
う
判
断
に
つ
き
、
租
税
法
が
影
響
を
与
え
る

こ
と
は
望
ま
し
く
な
く
、
機
関
会
社
制
度
を
選
択
し
た
企
業
グ
ル
ー
プ
に
つ
い
て
は
租
税
法
上
グ
ル
ー
プ
全
体
を
一
つ
の
企
業
と
扱
う
の
が
一
応
首
尾
一
貫

し
て
い
る
と
い
え
る
。
尤
も
別
稿
で
扱
う
予
定
で
あ
る
が
、
機
関
会
社
制
度
の
よ
う
な
連
結
申
告
を
い
わ
ゆ
る
租
税
通
常
措
置
と
割
り
切
っ
て
性
質
決
定
す

る
こ
と
は
必
ず
し
も
正
し
く
な
い
。

（
23
）

H
ey,E

inführung
(Fn.4 ),R

z.20 .

（
24
）

L
auterbach,

Frank,
E

in
neues

U
nternehm

enssteuerrecht
für

D
eutschland?

:
Fehlende

R
echtsform

neutralität
der

U
nternehm

ensbesteuerung
und

allgem
einer

G
leichheitssatz,Frankfurta.M

.2008 ,S.73 ff.
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お
け
る
価
値
判
断
が
他
の
法
領
域
に
お
け
る
そ
れ
に
つ
い
て
拘
束
的
に
妥
当
す
る
と
は
限
ら
な
い
と
す
る
。
ま
た
私
法
準
拠
主
義
を
連
邦

憲
法
裁
判
所
も
承
認
し
、
さ
ら
に
は
そ
れ
が
必
要
で
あ
る
と
の
判
断
を
し
た
時
期
も
あ
っ
た
が

（
25
）

、
そ
の
当
時
租
税
法
は
私
法
と
の
関
係
に

お
い
て
独
立
し
た
も
の
と
考
え
ら
れ
て
い
な
い
時
期
で
あ
っ
た
。
ま
た
二
元
主
義
を
通
じ
て
企
業
形
態
の
選
択
が
税
負
担
を
通
じ
て
歪
曲

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
尤
も
、
こ
の
点
二
つ
の
見
方
が
可
能
で
あ
る
。
一
に
、
企
業
形
態
の
選
択
自
体
は
な
お
あ
る
た
め
、
か
よ
う
な
歪

曲
は
生
じ
な
い
と
見
る
こ
と
が
で
き
る
。
二
に
、
法
人
と
人
的
会
社
等
と
の
間
の
税
負
担
の
違
い
か
ら
、
そ
れ
を
斟
酌
し
た
企
業
形
態
の

選
択
が
行
な
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
点
で
な
お
歪
曲
は
生
じ
る
と
み
る
こ
と
も
で
き
る
。L

auterbach

氏
は
、
会
社
法
上
用
意
さ
れ
て

い
る
企
業
の
法
形
態
の
選
択
に
つ
い
て
税
負
担
が
基
準
に
な
る
と
会
社
法
の
目
的
論
と
は
合
致
し
な
い
状
況
が
創
出
さ
れ
る
と
い
う

（
26
）

。
こ

れ
は
私
法
準
拠
に
よ
る
弊
害
で
あ
る
。
こ
の
歪
曲
は
取
引
コ
ス
ト
、
情
報
コ
ス
ト
を
発
生
さ
せ
る
。
そ
の
他
に
も
、L

auterbach

氏
の
整

理
（
27
）

に
よ
る
と
、
企
業
税
法
に
お
い
て
、
所
得
税
、
法
人
税
、
事
業
税
の
課
税
が
あ
り
、
そ
れ
ら
が
企
業
形
態
に
応
じ
て
異
な
っ
た
税
負
担

を
も
た
ら
す
こ
と
は
複
雑
性
、
そ
し
て
計
画
の
不
安
定
性
を
も
た
ら
す
と
す
る
。
そ
の
他
に
も
ド
イ
ツ
企
業
税
法
の
一
般
的
傾
向
と
し
て

税
負
担
が
高
い
こ
と
を
挙
げ
て
い
る
。

以
上
の
議
論
を
要
す
る
に
、
例
え
ばB

randis

氏
は
「
担
税
力
を
測
る
た
め
に
は
、
経
済
的
現
実
の
み
が
描
写
さ
れ
う
る（

28
）

」
と
す
る
。

企
業
税
法
に
お
い
て
も
こ
の
よ
う
な
理
解
が
現
在
で
は
一
般
的
で
あ
る

（
29
）

。
右
の
言
明
中
の
経
済
的
現
実
の
表
現
は
担
税
力
の
測
定
の
際
に

（
25
）

B
V

erfG
-U

rt.v.24 .1 .1962 -1
B

vR
845 /58 -,B

V
erfG

E
13 ,331 ff,340 .

（
26
）

L
auterbach,E
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neues

U
nternehm

enssteuerrecht(Fn.24 ),S.74 .

（
27
）

L
auterbach,E

in
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U
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enssteuerrecht(Fn.24 ),S.10 .

（
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）
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私
法
上
の
法
形
式
の
み
を
基
準
と
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
な
い
こ
と
を
含
意
す
る
。
し
た
が
っ
て
、
法
形
式
と
経
済
的
現
実
と
が
整
合
す
る

場
面
も
あ
れ
ば
、
両
者
の
間
に
齟
齬
が
あ
る
こ
と
も
あ
る
。
後
者
の
場
合
に
は
、
経
済
的
現
実
を
基
準
と
す
べ
き
、
換
言
す
れ
ば
、
経
済

的
現
実
を
課
税
要
件
に
立
法
す
べ
き
で
あ
る
と
結
論
付
け
ら
れ
う
る
。
法
人
課
税
の
領
域
で
言
え
ば
、
法
形
態
は
課
税
方
式
の
配
備
に
つ

い
て
拘
束
的
な
基
準
に
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う

（
30
）

。
し
た
が
っ
て
、
あ
ら
ゆ
る
租
税
政
策
の
形
成
に
際
し
て
私
法
準
拠
主
義
を
徹
底
さ
せ
る
こ

と
は
一
概
に
正
し
い
租
税
政
策
と
は
言
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、
同
じ
よ
う
に
、
立
法
者
の
第
一
次
的
に
行
っ
た
価
値
判
断
の
首
尾
一

貫
性
の
論
理
を
適
用
す
る
こ
と
も
必
ず
し
も
正
し
く
な
い
こ
と
が
示
唆
さ
れ
て
い
る
。

２
　
私
法
準
拠
主
義
の
限
界

以
上
の
議
論
を
踏
ま
え
る
と
、
私
法
準
拠
主
義
に
固
執
す
る
こ
と
は
必
ず
し
も
理
論
的
に
支
持
し
う
る
も
の
で
は
な
く
、
企
業
課
税
の

あ
り
方
は
で
き
る
だ
け
別
の
基
準
に
拠
る
ほ
う
が
よ
い
こ
と
も
あ
る
。
私
法
準
拠
主
義
の
前
提
も
崩
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
人
的
会
社
、

組
合
は
ま
っ
た
く
権
利
能
力
を
有
し
な
い
わ
け
で
は
な
い
。
私
法
上
の
法
形
態
は
必
ず
し
も
担
税
力
の
指
標
ま
た
は
課
税
方
式
の
違
い
を

正
当
化
す
る
も
の
で
は
な
い
。
そ
れ
は
近
時
の
ド
イ
ツ
の
学
説
が
論
証
す
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
そ
の
い
く
つ
か
を
以
下
に
挙
げ
て
お
く
。

（1）

公
益
法
人
の
収
益
事
業

公
法
上
の
法
人
が
事
業
活
動
を
行
っ
た
際
に
は
公
法
人
は
当
該
活
動
に
関
し
て
の
み
無
制
限
納
税
義
務
を
負
う
（
ド
法
法
一
条
一
項
六

（
29
）
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号
（
31
）

）。
右
規
定
に
よ
り
一
個
の
法
人
格
に
納
税
義
務
の
範
囲
を
異
に
す
る
複
数
の
納
税
義
務
が
観
念
さ
れ
る
。
こ
れ
に
よ
り
実
定
法
上
も

何
ら
か
の
正
当
化
根
拠
が
あ
れ
ば
個
々
の
法
人
格
を
課
税
単
位
と
す
る
必
然
性
は
必
ず
し
も
な
く
な
る
。
そ
し
て
担
税
力
の
所
在
を
私
法

上
の
法
人
格
に
の
み
求
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
こ
と
に
な
る
。

（2）

（
部
分
的
）
権
利
能
力
―
私
法
規
定
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー
チ
―

尤
も
、
近
時
で
は
人
的
会
社
の
私
法
上
の
権
利
能
力
に
着
目
し
、
そ
れ
を
構
造
上
法
人
と
同
質
視
し
、
人
的
会
社
に
も
法
人
課
税
を
行

う
べ
き
こ
と
を
提
案
す
る
学
説
も
あ
る
。
右
の
議
論
は
い
わ
ゆ
る
「
部
分
的
権
利
能
力
」（
ド
イ
ツ
商
法
一
二
四
条
）
を
人
的
会
社
に
承

認
す
る
こ
と
に
拠
る
。H

einrichs

氏
に
よ
る
と
、
人
的
会
社
に
も
一
応
権
利
能
力
を
承
認
す
る
こ
と
は
、
租
税
法
が
法
秩
序
の
統
一
性
を

根
拠
と
し
て
私
法
準
拠
主
義
に
基
づ
き
企
業
税
法
に
二
元
主
義
を
妥
当
さ
せ
て
い
る
こ
と
が
誤
り
で
あ
る
こ
と
に
な
る

（
32
）

。
す
な
わ
ち
法
人

の
み
が
私
法
上
の
権
利
主
体
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
す
る
議
論
は
誤
り
で
あ
る
、
そ
し
て
、
法
人
格
の
付
与
と
は
超
実
定
法
的
に
行
な
わ

れ
る
わ
け
で
は
な
く
、
立
法
者
に
よ
っ
て
行
な
わ
れ
る
、
と
。

実
例
を
以
下
に
示
そ
う
。
権
利
能
力
の
取
得
は
登
記
簿
へ
の
登
記
に
よ
っ
て
行
な
わ
れ
る
こ
と
も
あ
れ
ば
（
ド
イ
ツ
株
式
法
四
一
条
一

項
一
文
、
ド
イ
ツ
有
限
会
社
法
十
一
条
一
項
、
ド
イ
ツ
民
法
二
一
条
）、
国
家
の
付
与
行
為
に
よ
る
こ
と
も
あ
り
（
ド
イ
ツ
民
法
二
二
条
）、

一
定
の
要
件
の
充
足
に
よ
り
取
得
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
（
ド
イ
ツ
商
法
一
二
三
条
二
項
、
一
二
四
条
）。
さ
ら
に
、
そ
も
そ
も
人
的
会
社

も
権
利
能
力
を
有
す
る
と
い
う
明
文
の
規
定
も
あ
る
（
ド
イ
ツ
組
織
変
更
法
三
条
、
一
二
四
条
、
一
九
一
条
）。
そ
し
て
人
的
商
事
会
社

は
そ
の
同
一
性
を
維
持
し
つ
つ
、
法
人
へ
の
組
織
変
更
が
可
能
で
あ
る
と
す
る
規
定
も
あ
る
（
ド
イ
ツ
組
織
変
更
法
一
九
一
条
、
同
二
〇

二
条
一
項
一
号
）。

（
31
）
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（3）

判
例
―
組
合
の
権
利
能
力
の
承
認
―

連
邦
裁
判
所
に
よ
る
と
、
組
合
の
形
式
を
と
る
手
形
引
受
人
等
に
対
す
る
手
形
訴
訟
に
際
し
て
、
組
合
は
権
利
能
力
を
有
し
て
い
る
と

判
示
し
た

（
33
）

。

（4）

私
法
準
拠
主
義
の
限
界
の
示
唆
す
る
も
の

以
上
の
よ
う
に
判
例
も
学
説
も
人
的
会
社
・
組
合
に
私
法
上
権
利
能
力
を
承
認
し
て
い
る
。
法
人
が
権
利
能
力
を
有
し
、
出
資
者
と
独

立
し
て
独
自
に
経
済
活
動
を
行
う
組
織
で
あ
る
こ
と
に
着
目
し
法
人
課
税
が
行
わ
れ
る
と
す
る
と
、
人
的
会
社
に
つ
い
て
も
、
先
に
も
述

べ
た
よ
う
な
、
い
わ
ゆ
る
会
計
束
理
論
に
基
づ
く
個
人
事
業
者
の
集
合
体
と
し
て
の
人
的
会
社
と
い
う
捉
え
方
は
実
定
法
上
で
き
ず
、
法

人
・
人
的
会
社
・
組
合
に
つ
い
て
は
右
の
点
の
属
性
は
同
一
で
あ
り
、
そ
れ
ら
に
つ
い
て
同
一
の
課
税
方
式
が
適
用
さ
れ
る
素
地
が
構
築

さ
れ
た
こ
と
と
な
る
。
加
え
て
既
に
一
定
程
度
人
的
会
社
を
所
得
計
算
の
中
心
に
置
く
制
度
が
現
在
で
は
構
築
さ
れ
て
い
る
。
結
局
法
人

と
人
的
会
社
と
の
課
税
方
式
の
違
い
を
私
法
に
求
め
る
こ
と
は
最
早
行
い
難
く
な
っ
て
き
て
い
る
。
ド
イ
ツ
に
お
い
て
も
現
行
の
企
業
税

法
は
な
お
私
法
準
拠
主
義
に
与
し
て
い
る
が
、
そ
れ
に
対
し
て
学
説
は
批
判
的
で
あ
る
。
本
稿
で
見
た
よ
う
に
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
私

法
上
人
的
会
社
お
よ
び
民
法
上
の
組
合
に
つ
い
て
も
権
利
能
力
が
承
認
さ
れ
て
き
た
。
租
税
立
法
者
が
私
法
準
拠
主
義
を
ベ
ー
ス
に
企
業

税
法
に
お
け
る
租
税
政
策
の
構
築
を
行
う
と
い
う
価
値
判
断
を
行
っ
た
の
で
あ
れ
ば
、
そ
れ
を
首
尾
一
貫
さ
せ
る
の
が
正
し
い
立
法
の
あ

り
方
と
さ
れ
る
。
仮
に
こ
う
し
た
立
場
に
与
す
る
と
し
て
も
、
最
早
私
法
上
法
人
と
そ
れ
以
外
の
法
形
態
と
の
間
に
権
利
能
力
、
あ
る
い

は
株
主
・
出
資
者
と
法
人
・
人
的
会
社
と
の
間
の
法
律
関
係
（
例
、
株
主
・
出
資
者
の
会
社
財
産
に
係
る
処
分
可
能
性
）
等
に
つ
い
て
違

い
が
見
出
せ
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
租
税
立
法
者
は
新
し
い
私
法
上
の
基
準
を
ベ
ー
ス
に
税
制
を
再
構
築
す
べ
き
こ
と
と
な
る

（
34
）

。
こ
の
点
に

つ
い
て
の
詳
細
は
別
稿
で
論
ず
る
が
、
す
な
わ
ち
、
現
行
の
企
業
税
法
に
つ
い
て
、
法
人
と
人
的
会
社
等
と
の
税
負
担
の
均
衡
を
企
図
し

（
33
）
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て
い
く
つ
か
の
改
革
措
置
が
立
法
者
に
よ
り
講
じ
ら
れ
て
い
る
の
で
あ
る
が
、
私
法
準
拠
主
義
を
ベ
ー
ス
に
し
て
い
る
の
で
、
税
負
担
は

結
局
均
衡
化
さ
れ
ず
、
そ
う
し
た
租
税
政
策
の
不
合
理
さ
が
顕
著
に
な
り
、
ま
た
税
制
の
複
雑
性
が
増
し
て
い
く
と
い
う
の
で
あ
る
。

ま
た
人
的
会
社
に
も
権
利
能
力
と
い
う
面
だ
け
見
て
も
法
人
と
そ
の
人
格
の
面
で
の
同
一
性
が
承
認
さ
れ
る
と
い
う
議
論
は
企
業
税
制

に
大
き
な
変
化
を
与
え
る
も
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
法
人
課
税
を
人
的
会
社
に
も
適
用
で
き
る
こ
と
と
な
る
。
さ
ら
に
言
え
ば
、
法
人

お
よ
び
人
的
会
社
に

”企
業
“
と
い
う
属
性
に
着
目
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
両
者
に
統
一
的
な
課
税
方
式
が
適
用
で
き
る
可
能
性
が
開
か
れ

る
。
ド
イ
ツ
の
学
説
は
大
ま
か
に
は
そ
の
よ
う
な
方
向
に
歩
み
を
進
め
て
き
た
。

（二）

企
業
の
担
税
力
―
法
人
税
の
正
当
化
根
拠
―

さ
て
人
的
会
社
等
に
つ
い
て
は
、
先
に
見
た
よ
う
に
そ
の
権
利
能
力
の
有
無
、
法
主
体
性
と
い
う
点
で
法
人
と
の
比
較
可
能
性
が
理
論

的
に
は
承
認
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
る
が
、
批
判
は
あ
り
つ
つ
も
な
お
人
的
会
社
で
は
な
く
そ
の
出
資
者
に
対
す
る
課
税
が
行
わ
れ
る
。
こ

れ
は
従
来
人
的
会
社
等
の
も
と
で
は
出
資
者
に
直
接
損
益
が
帰
属
す
る
と
い
う
構
造
が
あ
る
こ
と
の
帰
結
と
さ
れ
た
。
し
か
し
法
人
に
つ

い
て
は
事
情
が
異
な
り
、
法
人
と
い
う
企
業
レ
ベ
ル
で
の
課
税
が
行
わ
れ
る
。
こ
の
よ
う
に
法
人
と
い
う
法
形
態
に
つ
い
て
特
別
な
法
人

税
が
課
さ
れ
る
根
拠
は
何
か
。
特
に
経
済
理
論
に
よ
る
と
法
人
に
独
自
の
担
税
力
は
な
い
と
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
ま
た
法
人
の
担
税
力

を
承
認
し
な
い
と
し
て
も
、
別
の
考
慮
か
ら
法
人
税
の
存
在
意
義
が
論
証
さ
れ
る
こ
と
も
あ
る
。
先
に
も
述
べ
た
よ
う
に
人
的
会
社
に
も

法
人
課
税
を
行
う
可
能
性
が
示
唆
さ
れ
て
い
る
と
し
た
が
、
そ
も
そ
も
法
人
税
の
存
在
自
体
が
理
論
的
に
自
明
で
あ
る
と
さ
れ
な
い
以
上
、

（
34
）
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法
人
税
の
存
在
根
拠
を
明
ら
か
に
す
る
理
論
的
必
要
性
は
あ
ろ
う
。
以
下
に
ド
イ
ツ
に
お
け
る
法
人
課
税
の
正
当
化
に
係
る
議
論
を
い
く

つ
か
示
し
て
検
討
す
る
こ
と
と
し
よ
う
。

１
　
法
人
課
税
の
正
当
化
ア
プ
ロ
ー
チ

ド
イ
ツ
に
お
け
る
近
時
の
関
連
文
献
を
一
端
で
は
あ
る
か
も
し
れ
な
い
が
鳥
瞰
す
る
と
、
法
人
課
税
の
性
質
論
と
し
て
、
凡
そ
以
下
の

よ
う
な
言
説
が
見
ら
れ
る
。

（1）

国
法
に
よ
る
法
人
格
の
付
与
の
対
価

法
人
税
は
国
法
に
よ
り
法
人
格
を
与
え
ら
れ
た
企
業
が
そ
の
対
価
と
し
て
支
払
う
べ
き
対
価
と
す
る
立
場
で
あ
り
、
一
九
二
〇
年
ド
イ

ツ
法
人
税
法
は
こ
れ
に
拠
る
。
し
か
し
、
法
人
税
の
課
税
標
準
と
し
て
法
人
利
益
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
以
上
、
法
人
格
の
有
無
と
稼
得
し

た
利
益
額
と
は
直
接
関
係
な
い
と
い
う
理
論
的
批
判
は
可
能
で
あ
る

（
35
）

。
ま
た
現
行
ド
イ
ツ
法
人
税
法
一
条
一
項
五
号
に
よ
る
と
権
利
能
力

な
き
社
団
、
財
団
、
目
的
財
産
（Z

w
eckverm

ögen

）
等
も
法
人
課
税
の
対
象
と
さ
れ
る
の
で

（
36
）

、
こ
の
立
場
に
は
理
論
的
に
与
し
え
な
い
。

（2）

有
限
責
任
制
の
対
価

株
主
が
法
人
に
出
資
し
た
場
合
、
株
主
は
出
資
額
を
限
度
と
し
て
法
人
の
債
権
者
に
責
任
を
負
え
ば
よ
く
、
こ
の
こ
と
は
人
的
会
社
等

の
そ
れ
と
は
異
な
る
。
有
限
責
任
を
強
調
す
れ
ば
投
資
家
か
ら
の
出
資
も
得
や
す
い
た
め
、
法
人
は
資
金
調
達
に
大
き
な
ア
ド
バ
ン
テ
ー

ジ
を
得
る
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
故
こ
う
し
た
有
限
責
任
性
の
対
価
と
し
て
法
人
課
税
が
行
わ
れ
る
と
い
う
立
場
が
あ
る
。
し
か
し
有
限
責
任

の
メ
リ
ッ
ト
を
享
受
す
る
の
は
株
主
で
あ
る
と
も
言
え
る
の
で
あ
り
必
ず
し
も
法
人
の
も
と
で
の
み
そ
う
し
た
メ
リ
ッ
ト
が
観
念
さ
れ
る

（
35
）
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わ
け
で
は
な
い
。
す
な
わ
ち
株
主
の
メ
リ
ッ
ト
が
そ
れ
と
は
別
個
の
法
人
の
も
と
で
調
整
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
た
だ
方
法
と
し
て
は
配

当
の
際
に
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
わ
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
株
主
の
配
当
に
つ
い
て
は
二
重
課
税
が
残
り
、
そ
の
二
重
課
税
に
よ
る
受

取
配
当
の
減
少
分
を
有
限
責
任
の
対
価
と
見
る
こ
と
は
で
き
る
。
し
か
し
そ
も
そ
も
有
限
責
任
に
よ
る
メ
リ
ッ
ト
を
正
確
に
測
定
す
る
こ

と
、
株
主
お
よ
び
法
人
に
メ
リ
ッ
ト
を
正
確
に
割
り
振
る
こ
と
も
一
概
に
は
で
き
な
い
。
な
お
こ
の
立
場
に
よ
る
と
法
人
の
担
税
力
の
有

無
は
問
題
と
な
ら
な
い
と
も
言
い
う
る
の
で
あ
り
、
客
観
的
担
税
力
に
即
し
た
課
税
方
式
が
構
築
さ
れ
る
保
障
も
な
い
。

（3）

法
人
に
よ
る
所
得
稼
得
可
能
性

法
人
の
所
得
稼
得
可
能
性
を
根
拠
に
法
人
税
を
根
拠
づ
け
る
見
解
も
あ
る
。
ド
イ
ツ
に
お
い
て
も
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
法
人
税
は
法

人

”所
得
税
“
と
呼
称
さ
れ（

37
）

、
実
定
法
上
も
各
事
業
年
度
の
所
得
に
対
す
る
税
で
あ
る
（
法
人
税
法
二
一
条
「
各
事
業
年
度
の
所
得
」）

と
さ
れ
る
よ
う
に
、
法
人
税
を
法
人
が
稼
得
す
る
所
得
に
係
る
税
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
こ
れ
は
個
人
お
よ
び
法
人
が
同
性
質
の
所
得
を
稼

得
で
き
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
よ
う
に
解
釈
で
き
る
。
既
に
周
知
の
よ
う
に
そ
も
そ
も
所
得
を
広
義
に
解
釈
す
れ
ば
、
そ
れ
は
欲
求

の
充
足
で
あ
る
と
解
さ
れ
る
よ
う
に
、
個
人
は
自
ら
の
欲
求
を
所
得
に
よ
り
充
足
し
、
効
用
を
満
足
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
。
す
な
わ
ち
い

わ
ゆ
る
犠
牲
説
に
よ
れ
ば
法
人
は
課
税
を
通
じ
て
犠
牲
を
感
じ
る
こ
と
が
な
い
の
で
、
法
人
に
対
す
る
（
所
得
）
課
税
は
で
き
な
い
こ
と

に
な
る
（
い
わ
ゆ
る
租
税
効
果
の
理
論

（
38
）

）。

し
か
し
現
実
に
法
人
は
自
己
の
名
で
経
済
活
動
を
行
い
、
納
税
を
し
て
い
る
。
ま
た
そ
も
そ
も
犠
牲
説
に
つ
い
て
は
、
あ
る
財
に
つ
い

て
消
費
量
が
多
け
れ
ば
多
い
ほ
ど
人
の
当
該
財
に
対
す
る
あ
り
が
た
み
が
な
く
な
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
。
と
こ
ろ
が
財
の
消
費
に

（
37
）
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つ
い
て
ど
の
よ
う
な
効
用
を
感
じ
、
消
費
量
の
減
少
に
つ
い
て
犠
牲
を
感
じ
る
か
は
個
々
の
消
費
者
毎
に
異
な
る
し
、
ま
た
犠
牲
説
は
財

の
犠
牲
に
つ
い
て
の
議
論
で
あ
っ
て
、
税
に
よ
る
金
銭
の
犠
牲
に
つ
い
て
は
必
ず
し
も
当
て
は
ま
ら
な
い
と
い
う
批
判
が
あ
る
。
こ
の
よ

う
に
考
え
る
と
犠
牲
説
を
以
て
所
得
課
税
・
法
人
課
税
を
議
論
す
る
こ
と
は
必
ず
し
も
で
き
な
い
こ
と
に
な
ろ
う
。
右
の
議
論
を
敷
衍
す

れ
ば
周
知
の
よ
う
に
担
税
力
を
主
観
的
担
税
力
と
客
観
的
担
税
力
と
に
識
別
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。
す
な
わ
ち
前
者
は
個
々
の
納
税
義
務

者
の
主
観
的
事
情
を
考
慮
す
べ
き
こ
と
を
含
意
す
る
担
税
力
概
念
で
あ
り
、
後
者
は
そ
う
で
は
な
い
概
念
で
あ
っ
て
、
前
者
は
個
人
所
得

課
税
に
適
用
さ
れ
る
。
例
え
ばN

eum
ark

教
授
に
よ
る
と
担
税
力
を
人
的
担
税
力
（persönlich-individuelle

L
eistungsfähigkeit

）
と
物

的
担
税
力
（sachlich-generische

L
eistungsfähigkeit

）
と
に
識
別
し

（
39
）

、
後
者
の
意
味
に
お
け
る
担
税
力
は
い
わ
ゆ
る
主
観
的
担
税
力
を

課
税
上
斟
酌
す
る
必
要
の
な
い
そ
う
し
た
担
税
力
で
あ
る
と
す
る
。
法
人
の
所
得
と
さ
れ
る
も
の
は
、
個
人
が
稼
得
す
る
所
得

（E
inkom

m
en

）
と
は
異
質
の
利
益
（G

ew
inn

）
で
あ
る
と
解
す
る
こ
と
と
な
る
。
そ
の
他
に
も
そ
う
し
た
利
益
が
担
税
力
を
構
成
し
な

い
と
す
る
の
は
不
自
然
で
あ
り
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
法
人
税
を
端
的
に
「
法
人
の
所
得
税
」
と
し
て
立
法
者
が
構
築
し
て
き
た
と
す
る

見
解
も
あ
る

（
40
）

。
こ
の
よ
う
に
法
人
に
独
自
の
担
税
力
を
承
認
す
る
と
、
法
人
税
の
株
主
の
も
と
で
の
所
得
税
と
の
比
較
に
お
い
て
独
自
性

が
承
認
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
尤
も
、
依
然
と
し
て
、
株
主
の
も
と
に
配
当
所
得
と
し
て
法
人
の
利
益
が
流
入
す
る
の
で
あ
る
か
ら
、
二

重
課
税
排
除
の
問
題
は
残
る
し
、
法
人
段
階
で
ど
の
程
度
の
税
負
担
が
課
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
か
と
い
う
問
題
は
な
お
残
る
の
で
あ
る
。

な
お
右
の
立
場
に
よ
る
と
、
法
人
は
株
主
と
は
別
個
に
独
立
し
た
存
在
で
あ
る
の
で
、
法
人
は
多
く
の
個
人
が
出
資
を
し
て
配
当
を
得
る

た
め
の
手
段
で
あ
り
、
当
該
法
人
が
清
算
さ
れ
る
際
に
法
人
段
階
に
留
ま
っ
て
い
る
利
益
も
す
べ
て
出
資
者
の
も
と
に
流
入
す
る
、
そ
し

て
配
当
の
際
に
は
二
重
課
税
の
排
除
の
要
請
が
あ
る
、
と
い
う
立
論
は
必
ず
し
も
で
き
な
く
な
る
。

（
39
）
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（4）

経
済
政
策
と
し
て
の
法
人
税

法
人
お
よ
び
株
主
の
そ
れ
ぞ
れ
の
段
階
で
別
々
に
課
税
を
す
れ
ば
、
法
人
課
税
の
も
と
で
税
率
、
原
価
償
却
、
投
資
税
額
控
除
等
の

様
々
な
政
策
を
組
み
込
み
、
そ
れ
に
よ
り
経
済
活
動
に
様
々
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
可
能
に
な
る

（
41
）

。
例
え
ば
法
人
以
外
の
事
業
体
に
も

法
人
課
税
を
行
い
、
そ
の
際
法
人
段
階
お
よ
び
出
資
者
段
階
で
の
二
段
階
課
税
の
税
制
を
構
築
す
れ
ば
、
法
人
税
率
の
構
築
の
あ
り
よ
う

や
二
重
課
税
の
排
除
の
程
度
に
応
じ
て
当
該
事
業
体
へ
の
出
資
を
促
進
す
る
こ
と
に
も
、
抑
止
す
る
こ
と
に
も
つ
な
が
り
う
る

（
42
）

。
尤
も
租

税
が
経
済
政
策
の
手
段
と
し
て
利
用
さ
れ
る
こ
と
は
当
然
で
あ
る
が
、
そ
れ
だ
け
で
法
人
税
の
存
在
を
論
証
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
思

わ
れ
る
。
法
人
税
の
も
た
ら
す
税
収
の
規
模
、
さ
ら
に
は
今
日
の
租
税
体
系
に
お
け
る
地
位
を
考
え
る
と
、
そ
れ
を
政
策
税
制
と
性
質
決

定
す
る
こ
と
は
奇
異
で
あ
る
。
後
に
も
述
べ
る
よ
う
に
法
人
に
認
め
ら
れ
る
担
税
力
が
課
税
根
拠
の
核
と
な
る
だ
ろ
う
。

（5）

応
益
負
担
原
則

応
益
負
担
原
則
は
、
そ
れ
を
課
税
の
正
当
化
根
拠
と
し
て
、
所
得
課
税
の
局
面
で
は
一
般
的
に
は
受
け
入
れ
ら
れ
が
た
い
。
特
に
自
然

人
の
所
得
課
税
を
論
ず
る
場
合
に
は
そ
う
で
あ
る
。
確
か
に
自
然
人
の
所
得
税
制
を
構
築
す
る
際
に
主
観
的
担
税
力
を
税
法
上
斟
酌
す
る

た
め
に
は
応
益
負
担
原
則
を
ベ
ー
ス
と
し
た
場
合
に
は
不
都
合
が
生
じ
よ
う
。
し
か
し
自
然
人
は
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
対
価
と
し
て
納
税
を

し
て
い
る
と
い
う
点
は
な
お
真
実
で
あ
る
。
そ
の
際
公
共
サ
ー
ビ
ス
と
税
と
の
対
価
関
係
は
相
当
程
度
希
薄
で
あ
る
か
も
し
れ
な
い
が
や

は
り
そ
う
し
た
関
係
は
あ
る
。
翻
っ
て
法
人
に
つ
い
て
も
法
人
が
法
人
と
し
て
の
活
動
を
行
う
に
際
し
て
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
し
て

い
る
こ
と
は
承
認
で
き
る
の
で
法
人
自
体
も
そ
の
対
価
を
支
払
う
た
め
に
納
税
し
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
右
の
よ
う
な
意
味
で
法
人
税
を

正
当
化
す
る
こ
と
は
な
お
不
可
能
で
は
な
い
。
し
か
し
留
意
点
が
あ
る
。
先
に
も
述
べ
た
よ
う
に
、
応
益
負
担
原
則
は
、
そ
れ
を
あ
ま
り

（
41
）

H
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rm
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nternehm
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に
強
調
し
す
ぎ
る
と
所
得
課
税
の
局
面
に
お
い
て
は
主
観
的
担
税
力
の
考
慮
を
行
う
に
際
し
て
不
都
合
が
生
じ
う
る
。
確
か
に
法
人
に
つ

い
て
は
こ
の
よ
う
な
考
慮
は
必
要
で
は
な
い
。
こ
の
点
で
は
応
益
負
担
原
則
は
説
得
的
で
あ
る
が
、
し
か
し
応
益
負
担
原
則
の
み
で
法
人

課
税
を
論
ず
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
思
わ
れ
る
。
応
益
負
担
原
則
は
法
人
税
負
担
の
あ
り
方
を
考
え
る
際
に
は
理
論
的
に
は
与
し
え
な
い
。

す
な
わ
ち
法
人
が
実
際
に
享
受
し
て
い
る
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
量
を
定
量
的
か
つ
正
確
に
把
握
す
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ
と
は
周
知
で
あ

る
し
、
加
え
て
法
人
税
負
担
を
経
済
情
勢
に
応
じ
て
変
化
さ
せ
る
と
い
う
立
法
者
の
租
税
政
策
の
構
築
の
余
地
が
性
質
上
狭
め
ら
れ
る
。

何
故
な
ら
そ
う
し
た
経
済
政
策
と
し
て
の
法
人
税
の
可
能
性
は
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
対
価
と
い
う
位
置
づ
け
に
そ
ぐ
わ
な
い
か
ら
で
あ
る
。

勿
論
筆
者
は
法
人
税
が
経
済
政
策
手
段
に
尽
き
る
も
の
で
は
な
い
と
考
え
る
が
、
し
か
し
そ
う
し
た
要
素
は
捨
て
去
ら
れ
る
べ
き
で
は
な

か
ろ
う
。
し
た
が
っ
て
応
益
負
担
原
則
は
抽
象
的
に
法
人
税
の
存
在
を
論
証
す
る
こ
と
は
で
き
る
が
、
そ
の
具
体
的
構
築
に
際
し
て
は
理

論
的
な
阻
害
要
因
を
制
度
設
計
に
際
し
て
も
た
ら
す
こ
と
と
な
る
。

（6）

基
本
権
主
体
と
し
て
の
法
人
―
権
利
義
務
の
法
人
へ
の
帰
属
―

加
え
て
法
人
自
体
も
基
本
権
主
体
で
あ
る
こ
と
が
援
用
さ
れ
う
る
。
す
な
わ
ち
法
人
も
基
本
権
の
保
障
の
も
と
市
場
に
お
け
る
経
済
活
動

を
展
開
し
、
自
己
の
名
で
所
得
を
稼
得
し
て
い
る
た
め
に
法
人
課
税
が
可
能
で
あ
る
と
す
る
。
こ
の
よ
う
に
組
織
の
法
的
独
立
性
か
ら
独
自

の
担
税
力
を
承
認
す
る
立
場
は
か
ね
て
よ
り
主
張
さ
れ
て
き
た

（
43
）

。
ま
た
私
法
上
も
会
社
財
産
を
法
人
は
自
己
の
名
で
資
産
を
獲
得
・
保
有
し
、

（
43
）
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そ
れ
に
帰
属
す
る

（
44
）

。
既
に
述
べ
た
が
法
人
は
個
人
の
も
と
で
見
ら
れ
る
よ
う
な
意
味
で
の
効
用
も
観
念
さ
れ
ず
、
ま
た
消
費
活
動
を
行
わ
な

い
の
で
、
そ
も
そ
も
担
税
力
が
観
念
さ
れ
え
な
い
と
す
る
こ
と
も
で
き
る
が
、
財
産
の
帰
属
主
体
と
い
う
意
味
で
は
法
人
に
そ
の
経
済
活
動

の
成
果
が
帰
属
し
、
そ
こ
に
担
税
力
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
こ
と
に
な
る
。
以
上
の
よ
う
に
見
る
と
、
企
業
の
権
利
能
力
の
保
有
に
着
目

す
る
こ
と
は
、
そ
の
基
本
権
享
有
主
体
性
に
着
目
す
る
こ
と
と
親
和
的
で
あ
る
。
さ
ら
に
後
に
も
言
及
す
る
が
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
会
社
と

株
主
と
の
利
害
は
完
全
に
は
一
致
せ
ず
、
会
社
は
株
主
以
外
の
利
害
関
係
者
の
利
益
を
も
斟
酌
し
て
経
営
上
の
意
思
決
定
を
行
い
、
ひ
い
て

は
株
主
の
利
益
と
離
れ
た
自
己
の
利
益
に
も
基
づ
き
そ
う
し
た
意
思
決
定
を
行
う
存
在
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
こ
れ
は
ド
イ
ツ
法
人
税
法
が
法

人
格
を
基
準
と
し
て
課
税
単
位
を
設
定
し
て
い
る
こ
と
と
馴
染
む
。
ま
た
一
般
的
に
担
税
力
を
犠
牲
能
力
と
一
義
的
に
解
す
る
こ
と
も
で
き

ず
、
租
税
法
に
お
い
て
担
税
力
を
測
定
す
る
こ
と
と
は
い
わ
ゆ
る
主
観
的
担
税
力
と
客
観
的
担
税
力
と
を
識
別
す
る
こ
と
と
解
さ
れ
る
こ
と

に
も
馴
染
む
。
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
法
人
の
基
本
権
享
有
主
体
性
を
ベ
ー
ス
と
し
て
、
前
叙
の
よ
う
な
議
論
の
展
開
を
以
て
、
担
税
力
の
主

体
と
し
て
の
法
人
と
そ
の
市
場
競
争
者
と
の
間
の
税
負
担
の
均
衡
を
求
め
る
と
い
う
よ
う
に
、
競
争
中
立
性
が
導
か
れ
る

（
45
）

。

２
　
競
争
中
立
性
と
法
人
の
も
と
で
の
仮
の
担
税
力

そ
も
そ
も
法
人
税
は
法
人
の
所
得
に
対
す
る
税
で
あ
る
と
さ
れ
る
。
後
に
も
見
る
が
立
法
史
を
辿
る
と
現
行
ド
イ
ツ
法
人
税
法
は
自
然

人
と
は
異
な
る
法
人
と
い
う
抽
象
化
さ
れ
た
法
的
形
成
物
（abstrahiertes

R
echtsgebilde

）
を
前
提
と
し
て
い
る
。
一
九
二
〇
年
に
ド
イ

ツ
に
お
い
て
は
は
じ
め
て
法
人
税
が
所
得
税
か
ら
分
離
さ
れ
る
形
態
で
課
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
背
景
に
は
右
思
考
が
あ
る
。
す
な
わ
ち

法
人
税
は
法
人
と
い
う
私
法
上
の
法
形
態

（
46
）

に
対
し
て
課
さ
れ
る
所
得
税
で
あ
る
と
さ
れ
る
（
法
人
所
得
税

（
47
）

）。
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
競
争

（
44
）
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中
立
性
が
法
人
課
税
の
根
拠
で
あ
る
こ
と
は
既
に
本
稿
冒
頭
で
言
及
し
た
が
、
そ
の
本
質
的
含
意
は
法
人
は
自
己
の
名
で
財
産
を
保
有
し
、

そ
れ
を
市
場
で
利
用
し
て
所
得
を
得
て
い
る
た
め
、
そ
れ
に
当
該
所
得
に
対
し
て
何
ら
か
の
課
税
を
行
わ
な
い
と
市
場
に
お
け
る
他
の
競

争
者
と
の
間
で
適
正
な
課
税
と
は
言
え
な
く
な
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
右
の
こ
と
は
法
人
が
権
利
義
務
者
体
で
あ
る
こ
と
、
そ
し
て
そ

れ
故
に
所
得
を
独
自
に
稼
得
で
き
る
こ
と
が
前
提
と
な
ろ
う
。
そ
う
す
る
と
本
稿
で
法
人
課
税
の
根
拠
と
し
て
い
く
つ
か
見
解
を
挙
げ
た

が
、
そ
の
中
で
も
重
要
で
あ
る
の
は
、
法
人
が
基
本
権
享
有
主
体
で
あ
る
こ
と
、
そ
し
て
そ
の
結
果
と
し
て
法
人
も
客
観
的
担
税
力
を
有

す
る
こ
と
で
あ
ろ
う
。
こ
の
二
点
を
以
て
法
人
課
税
が
正
当
化
で
き
る
と
考
え
ら
れ
る
。
ま
た
租
税
制
度
の
公
共
政
策
実
現
手
段
と
し
て

の
性
質
に
も
鑑
み
れ
ば
経
済
政
策
と
し
て
の
法
人
税
と
い
う
色
彩
も
な
お
失
う
も
の
で
は
な
い
で
あ
ろ
う
。

し
か
し
経
済
理
論
を
ベ
ー
ス
と
す
る
と
必
ず
し
も
か
よ
う
な
結
論
に
は
行
き
着
き
え
な
い
。
先
に
も
言
及
し
た
が
法
人
税
に
つ
い
て
い

わ
ゆ
る
転
嫁
の
可
能
性
を
観
念
す
れ
ば
、
法
人
が
法
人
税
を
商
品
に
転
嫁
し
、
法
人
税
額
分
を
利
益
と
し
て
回
収
す
る
こ
と
に
な
る
。
転

嫁
を
通
じ
て
法
人
は
法
人
税
を
事
実
上
負
担
し
な
い
可
能
性
も
あ
る
。
し
か
し
転
嫁
可
能
性
と
法
人
に
係
る
独
自
の
担
税
力
の
有
無
と
は

一
応
別
問
題
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
何
故
な
ら
法
人
に
独
自
の
担
税
力
が
あ
っ
た
と
し
て
も
転
嫁
す
る
こ
と
は
で
き
る
か
ら
で
あ
る
。

加
え
て
「
転
嫁
は
経
済
部
門
お
よ
び
個
別
ケ
ー
ス
に
応
じ
て
競
争
状
況
お
よ
び
需
給
の
弾
力
性
に
依
存
す
る

（
48
）

」
と
い
う
性
質
を
持
つ
た
め
、

本
稿
冒
頭
で
示
し
た
よ
う
に
、
転
嫁
の
有
無
お
よ
び
そ
の
程
度
に
つ
い
て
は
一
概
に
明
ら
か
で
な
い
ゆ
え
、
転
嫁
の
可
能
性
を
以
て
法
人

に
係
る
独
自
の
担
税
力
を
否
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
解
す
る
。

（
46
）

尤
も
ド
イ
ツ
租
税
法
上
の
法
人
概
念
は
私
法
の
そ
れ
と
比
較
し
て
、
権
利
能
力
な
き
社
団
を
含
む
点
で
、
若
干
広
い
（
ド
イ
ツ
法
人
税
法
一
条
一
項
五

号
）。

（
47
）

W
äckerlin,B

etreibsausgabenabzugsbeschränkung
(Fn.35 ),S.28 .

（
48
）
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加
え
て
学
説
上
法
人
の
存
在
・
活
動
が
何
を
目
的
と
し
て
い
る
か
が
ド
イ
ツ
租
税
法
に
お
い
て
課
税
方
式
を
決
定
す
る
議
論
を
す
る
際

に
重
要
視
さ
れ
て
い
る
と
思
わ
れ
る
も
の
も
見
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
例
え
ば
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
論
ず
る
際
に
法
人
と
株
主
と
の
両

段
階
に
お
け
る
二
段
階
課
税
を
承
認
す
べ
き
か
、
ま
た
は
除
去
す
べ
き
か
を
考
え
る
際
の
一
つ
の
核
心
点
と
し
て
、
法
人
を
株
主
の
所
得

を
稼
得
す
る
た
め
の
道
具
と
し
て
見
る
の
か
、
ま
た
は
法
人
を
独
自
に
自
己
の
目
的
を
追
求
す
る
存
在
と
し
て
見
る
の
か
、
と
い
う
論
点

が
あ
る

（
49
）

。
右
の
論
点
は
端
的
に
法
人
に
係
る
法
的
独
立
性
の
有
無
を
基
準
と
し
て
課
税
方
式
を
決
定
し
よ
う
と
す
る
の
と
は
異
な
り
、
法

人
の
性
質
を
そ
の
経
済
的
実
質
に
照
ら
し
論
じ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
点
法
人
は
確
か
に
株
主
か
ら
法
的
に
独
立
し
て
活
動
し
、

ま
た
そ
の
意
思
決
定
は
日
常
的
に
は
経
営
陣
が
行
う
。
そ
の
際
個
々
の
株
主
の
細
か
い
意
向
は
斟
酌
さ
れ
な
い
と
言
え
よ
う
。
ま
た
周
知

の
よ
う
に
会
社
経
営
に
際
し
て
追
及
さ
れ
る
目
標
は
株
主
の
利
益
最
大
化
と
は
限
ら
ず
、
利
害
関
係
者
の
そ
れ
で
も
あ
る
と
も
言
え
よ
う
。

そ
の
意
味
で
法
人
は
株
主
の
利
益
の
た
め
に
存
在
す
る
と
い
う
言
明
は
維
持
し
え
な
い

（
50
）

。
し
か
し
株
主
の
利
益
も
な
お
斟
酌
さ
れ
る
は
ず

で
あ
り
、
法
人
と
株
主
と
が
完
全
に
法
的
に
も
経
済
的
に
も
分
離
独
立
し
た
存
在
で
あ
る
と
ま
で
は
言
い
切
れ
な
い

（
51
）

。
特
に
中
小
法
人
で

は
そ
う
で
あ
る
。
中
小
法
人
の
も
と
で
は
法
人
の
も
と
に
留
保
し
て
あ
る
利
益
も
い
ず
れ
は
（
清
算
等
に
よ
り
）
株
主
の
も
と
に
流
入
す

る
こ
と
を
予
定
す
る
そ
う
し
た
仮
に
法
人
の
も
と
に
留
ま
っ
て
い
る
利
益
で
あ
る
と
言
え
よ
う
。
こ
の
点
で
、
か
か
る
法
人
の
も
と
で
は

法
人
の
担
税
力
は
あ
く
ま
で

”仮
の
も
の（

52
）

“
で
あ
る
と
十
分
言
い
う
る
と
考
え
る
こ
と
も
不
可
能
で
は
な
い
。
こ
の
考
え
方
は
、
一
に
、

（
49
）

Schneider
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株
主
に
と
っ
て
の
法
人
の
存
在
を
そ
の
実
態
に
照
ら
し
て
分
析
し
た
結
果
で
あ
る
と
言
え
よ
う
し
、
ま
た
、
二
に
、
法
人
が
基
本
権
主
体
、

権
利
能
力
主
体
で
あ
る
こ
と
を
そ
の
背
景
と
し
て
い
る
と
も
考
え
ら
れ
、
法
人
の
独
自
の
も
の
と
し
て
の
存
在
と
株
主
の
と
の
関
係
と
を

併
せ
た
見
方
で
あ
る
と
言
う
こ
と
が
で
き
よ
う
。

で
は
大
規
模
法
人
に
つ
い
て
は
ど
う
か
。
法
人
が
基
本
権
主
体
と
し
て
経
済
活
動
を
行
い
、
国
庫
に
納
税
を
し
て
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
対

価
を
納
め
る
と
い
う
こ
と
の
み
で
は
、
法
人
税
の
正
当
化
と
し
て
は
な
お
不
十
分
で
あ
る
。
何
故
な
ら
法
人
所
得
の
う
ち
利
益
処
分
に
当

た
る
部
分
は
永
久
に
法
人
の
も
と
に
溜
め
置
か
れ
る
わ
け
で
は
な
い
か
ら
で
あ
る
。
ま
た
法
人
は
な
お
個
人
の
所
得
稼
得
の
た
め
の
媒
体

と
い
う
性
質
決
定
で
き
る
場
合
も
あ
り
、
か
か
る
場
合
に
は
法
人
税
は
所
得
税
の
前
取
り
と
し
て
の
性
質
を
な
お
失
わ
な
い
。
以
上
の
よ

う
に
考
え
る
と
法
人
は
基
本
権
主
体
で
あ
っ
て
市
場
で
自
律
的
に
経
済
活
動
を
行
う
存
在
で
あ
る
が
、
し
か
し
出
資
者
で
あ
る
株
主
と
の

関
係
で
は
な
お
投
資
対
象
で
あ
り
所
得
稼
得
の
媒
体
・
手
段
と
し
て
の
性
質
を
な
お
失
わ
な
い
も
の
と
言
え
よ
う
。
そ
う
す
る
と
法
人
に

独
自
の
担
税
力
を
観
念
す
る
こ
と
は
で
き
る
が
、
法
人
の
担
税
力
は
株
主
に
配
当
が
な
さ
れ
る
段
階
で
当
該
部
分
に
つ
い
て
消
滅
す
る（

53
）

。

こ
う
し
た
考
え
方
に
よ
れ
ば
、
そ
れ
は
少
な
く
と
も
中
小
法
人
と
同
じ
よ
う
に

”仮
の
も
の
“
で
あ
る
と
位
置
づ
け
る
こ
と
が
不
可
能
で

な
く
な
る
。
以
上
の
議
論
を
ベ
ー
ス
に
し
て
、
次
に
議
論
す
べ
き
は
法
人
課
税
の
あ
る
べ
き
基
本
構
造
、
特
に
株
主
と
の
関
係
で
の
具
体

的
な
課
税
方
式
で
あ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
こ
れ
に
つ
い
て
は
次
章
以
下
で
ド
イ
ツ
法
人
税
法
の
歴
史
的
・
学
説
史
的
展
開
を
素
材
に
検
討

す
る
。

な
お
法
人
と
株
主
と
の
関
係
を
論
ず
る
際
に
は
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
統
合
）
に
も
触
れ
て
お
く
必
要
が
あ
る
。
本
稿
冒
頭
で
指
摘

し
た
よ
う
に
法
人
税
が
所
得
税
の
前
取
り
で
あ
る
と
し
た
ら
、
配
当
所
得
に
対
す
る
法
人
税
お
よ
び
所
得
税
の
重
課
は
二
重
課
税
で
あ
り
、

（
52
）

H
einrichs

(Fn.17 ),StuW
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（
53
）
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そ
の
排
除
が
要
請
さ
れ
る
。
一
見
す
る
と
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
は
法
人
税
の
位
置
づ
け
を
論
ず
る
際
の
分
析
視
角
を
提
供
す
る
と
思
わ

れ
る
。
す
な
わ
ち
法
人
税
と
所
得
税
と
を
別
物
で
あ
る
と
す
れ
ば
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
は
必
ず
し
も
必
要
で
は
な
く
、
そ
れ
は
単
な

る
投
資
促
進
措
置
と
性
質
決
定
さ
れ
る
。
わ
が
国
に
お
い
て
は
支
配
的
見
解
に
よ
り
従
来
法
人
税
は
所
得
税
の
前
取
り
と
考
え
ら
れ
て
い

た
が
、
近
時
は
、
法
人
税
の
転
嫁
の
可
能
性
、
法
人
の
様
々
な
規
模
と
比
較
法
的
に
見
て
会
社
形
態
の
企
業
に
す
べ
て
法
人
税
が
課
さ
れ

る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
、
法
人
の
利
益
の
増
加
に
よ
る
株
式
価
値
の
増
加
を
株
主
が
享
受
す
る
の
は
当
該
株
式
譲
渡
時
点
が
は
じ
め
て
で

あ
る
こ
と
を
根
拠
と
し
て

（
54
）

、
所
得
税
と
法
人
税
と
の
関
係
を
か
か
る
考
え
方
を
以
っ
て
一
元
的
に
割
り
切
る
こ
と
は
し
て
い
な
い
。
し
か

し
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
は
不
十
分
で
は
あ
れ
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
要
請
さ
れ
て
い
る
の
で
、
法
人
税
と
所
得
税
と
の
関
係
は
実
定

法
上
の
租
税
政
策
の
構
築
に
際
し
て
の
少
な
く
と
も
考
慮
要
素
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
先
に
も
論
じ
た
が
法
人
段
階
で
一
五
パ
ー
セ
ン
ト

の
法
人
税
率
で
法
人
課
税
が
行
わ
れ
た
後
の
事
業
者
と
し
て
の
株
主
の
も
と
で
の
配
当
課
税
は
法
人
税
引
後
の
受
取
配
当
の
四
〇
パ
ー
セ

ン
ト
が
非
課
税
扱
い
と
な
る
（
ド
所
法
三
条
四
〇
号
一
文
）。
そ
し
て
個
人
株
主
の
も
と
で
は
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
の
法
人
課
税
後
に
配
当

に
充
て
ら
れ
る
利
益
に
つ
き
二
五
パ
ー
セ
ン
ト
の
源
泉
徴
収
型
調
整
税
（A

bgeltungssteuer

）
が
配
当
所
得
税
と
し
て
課
さ
れ
、
課
税
関

係
が
終
了
す
る
こ
と
が
あ
る
。
尤
も
個
人
所
得
税
率
が
二
五
パ
ー
セ
ン
ト
未
満
の
株
主
に
と
っ
て
は
通
常
の
賦
課
課
税
が
選
択
可
能
で
あ

る
（
ド
所
法
二
〇
条
一
項
一
号
、
三
二
ｄ
条
一
項
、
四
三
ａ
条
一
項
の
一
の
一
号
、
五
二
ａ
条
）
し
か
し
現
行
の
法
人
税
法
が
形
成
さ
れ

る
ま
で
ド
イ
ツ
法
人
税
法
は
立
法
上
相
当
の
変
遷
を
経
て
い
る
。
そ
の
変
遷
の
過
程
に
つ
い
て
は
後
に
検
討
す
る
が
、
こ
こ
で
は
イ
ン
テ

グ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
基
軸
と
し
て
、
法
人
税
の
存
在
意
義
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
な
議
論
が
可
能
で
あ
る
か
を
一
応
示
し
て
お
く
。

こ
の
点
、
ド
イ
ツ
で
は
所
得
税
と
法
人
税
と
の
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
度
合
い
を
根
拠
に
法
人
税
の
位
置
づ
け
を
行
う
と
思
わ
れ
る

立
場
も
あ
る

（
55
）

。
す
な
わ
ち
、
イ
ン
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方
式
の
廃
止
と
二
分
の
一
所
得
免
除
方
式
の
導
入
に
よ
っ
て
、
ク
ラ
シ
カ
ル
メ
ソ
ッ

（
54
）

金
子
・
前
掲
注
（
３
）
二
五
二
―
二
五
四
頁
。
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ド
へ
の
法
人
税
の
回
帰
が
認
識
さ
れ
、
そ
こ
に
法
人
税
の
所
得
税
か
ら
の
独
立
が
あ
る
と
さ
れ
る
（
い
わ
ゆ
る

”独
立
法
人
税
“）。
個
人

の
配
当
課
税
に
係
る
現
行
の
源
泉
徴
収
型
調
整
税
お
よ
び
事
業
者
株
主
に
と
っ
て
の
一
部
免
除
方
式
（T

eileinkunfteverfahren

）
で
も
こ

の
点
変
化
は
な
い
。
そ
も
そ
も
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
は
配
当
に
係
る
二
重
課
税
を
排
除
す
る
こ
と
を
企
図
す
る
が
、
そ
れ
は
法
人
税
が

所
得
税
の
前
取
り
で
あ
る
こ
と
の
証
左
に
な
り
う
る
。
ま
た
、
そ
の
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
度
合
い
が
粗
く
な
る
ほ
ど
、
法
人
税
と
所

得
税
と
は
別
物
で
あ
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
、
ド
イ
ツ
に
お
い
て
法
人
税
率
は
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
で
あ
る
こ
と
に
着
目
す
る
と
、
ク
ラ

シ
カ
ル
メ
ソ
ッ
ド
へ
の
回
帰
は
あ
る
に
し
て
も
、
法
人
と
い
う
株
主
か
ら
独
立
し
た
組
織
に
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
い
う
極
め
て
低
い
税
率

を
適
用
す
る
こ
と
は
、
法
人
の
独
立
性
と
は
別
の
考
慮
が
働
い
た
と
見
る
こ
と
も
で
き
る
。
換
言
す
れ
ば
、
法
人
の
独
立
性
を
強
調
す
る

な
ら
ば
、
少
な
く
と
も
法
人
と
人
的
会
社
等
の
税
率
は
同
じ
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
も
考
え
ら
れ
る
。
尤
も
、
税
率
の
引
き
下
げ
は
企

業
競
争
力
の
観
点
か
ら
の
措
置
で
あ
り
法
人
税
の
位
置
づ
け
そ
の
も
の
と
は
関
係
が
な
い
と
も
言
い
う
る
。
し
か
し
法
人
に
独
自
の
担
税

力
を
承
認
し
つ
つ
も
、
一
定
の
経
済
政
策
的
要
請
か
ら
税
負
担
を
他
の
企
業
形
態
と
比
較
し
て
大
幅
に
引
き
下
げ
た
と
位
置
づ
け
る
こ
と

も
な
お
可
能
で
あ
る
。
以
上
の
検
討
の
示
唆
す
る
こ
と
は
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
（
お
よ
び
そ
の
程
度
）
と
実
定
租
税
法
に
お
け
る
法

人
税
の
位
置
づ
け
と
の
間
に
直
接
の
結
び
つ
き
は
な
い
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

（三）

競
争
中
立
性
と
企
業
課
税
の
構
築
へ
示
唆

１
　
競
争
中
立
性
の
意
義

競
争
中
立
性
が
ド
イ
ツ
に
お
け
る
法
人
課
税
の
有
力
な
根
拠
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は
本
稿
冒
頭
で
指
摘
し
た
。
す
な
わ
ち
、
競
争
中
立

（
55
）
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性
を
基
準
に
す
る
こ
と
は
、
端
的
に
い
え
ば
、
各
企
業
に
つ
き
そ
の
法
形
態
に
関
わ
り
な
く
同
様
の
税
負
担
を
創
出
す
る
こ
と
が
企
業
税

制
の
構
築
に
お
い
て
求
め
ら
れ
る
の
で
、
一
見
す
る
と
、
少
な
く
と
も
企
業
の
法
形
態
を
特
に
問
題
と
し
な
い
こ
と
を
意
味
す
る
。
し
た

が
っ
て
法
人
も
基
本
権
主
体
と
し
て
自
己
の
名
で
権
利
義
務
に
基
づ
き
市
場
で
取
引
を
し
、
利
益
を
稼
得
で
き
る
以
上
そ
れ
に
課
税
が
な

さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
例
え
ば
こ
の
点Pezzer

教
授
は
「
法
人
は
法
的
お
よ
び
経
済
的
に
独
立
し
た
形
成
物
と
し
て
担
税
力
を
示
す
純

資
産
の
増
加
分
を
獲
得
す
る

（
56
）

」
と
す
る
。
ま
た
こ
の
よ
う
な
競
争
中
立
性
と
い
う
正
当
化
根
拠
に
は
次
の
よ
う
な
事
情
が
あ
る
と
い
わ
れ

る
。
本
稿
で
も
後
に
触
れ
る
が
、
ド
イ
ツ
法
人
税
法
の
立
法
史
を
見
て
み
る
と
、
二
〇
世
紀
初
頭
ま
で
法
人
お
よ
び
自
然
人
に
対
す
る
所

得
課
税
は
プ
ロ
イ
セ
ン
所
得
税
法
に
お
い
て
統
一
的
に
規
定
さ
れ
て
い
た
が
、
一
九
二
〇
年
帝
国
法
人
税
法
以
降
は
じ
め
て
法
人
税
が
所

得
税
か
ら
切
り
離
さ
れ
、
法
人
所
得
に
対
す
る
独
自
の
課
税
と
し
て
の
法
人
税
が
誕
生
し
た
。
こ
の
よ
う
な
法
人
税
の
所
得
税
と
の
分
離

の
根
拠
と
し
て
、
法
人
も
自
然
人
と
お
な
じ
よ
う
に
課
税
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
考
え
方
が
隆
興
し
て
き
た
こ
と
、
法
人
も
自
然
人

と
同
様
に
市
場
に
お
い
て
競
争
す
る
存
在
で
あ
る
こ
と
、
が
あ
る
。
こ
れ
は
競
争
中
立
性
を
指
す
と
解
さ
れ
る

（
57
）

。
そ
の
他
に
も
、
第
一
次

世
界
大
戦
後
の
財
政
需
要
の
増
大
と
い
う
事
情
が
あ
っ
た
こ
と
、
資
金
調
達
の
容
易
さ
や
高
度
の
信
用
と
い
っ
た
法
人
と
い
う
企
業
形
態

に
い
つ
く
か
の
メ
リ
ッ
ト
が
特
に
認
め
ら
れ
る
こ
と
、
で
あ
っ
た

（
58
）

。
以
上
の
歴
史
的
経
緯
と
並
ぶ
事
情
と
し
て
、
個
人
の
も
と
で
配
当
所

（
56
）

Pezzer,R
echtsfertigung

und
R

echtsnatur
der

K
öperschaftsteuer

(Fn.44 ),S.14 .

（
57
）

こ
の
考
え
方
は
、
そ
の
当
時
既
に
学
説
に
よ
り
提
唱
さ
れ
て
い
た
。
例
え
ば
、
参
照
、W

agner,
A

dolf,
Finanzw

issenschaft
Z

w
eiter

T
heil

:
T

heorie

der
B

esteuerung,G
ebührenlehre

und
allgem

eine
Steuerlehre

2 .A
ufl.,L

eipzig
1890 ,S.419 .

ま
た
第
二
次
世
界
大
戦
後
の
財
政
学
者
に
も
こ
の
立
場
に

与
し
て
い
る
者
も
い
る
。
例
え
ば
、
参
照
、von

der
N

am
er,R

obert
N

öll,L
ehrbuch

der
Finanzw

issenschaft
B

and
2

:
Spezielle

Steuerlehre,K
öln

und

O
pladen

1964 ,S.141 .

（
58
）

P
otthast,

T
hilo,

E
ntw

icklung
der

K
öperschaftsteuer

von
den

V
orform

en
bis

zur
U

nternehm
enssteuerreform

2001
:

E
ine

U
ntersuchung

köperschaftsteuerlicher
E

ntw
icklungstendenzen

in
Steuergesetzgebung

und
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.2007 ,S.41 ff.
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得
税
が
課
せ
ら
れ
る
時
点
は
、
法
人
が
配
当
を
行
い
、
そ
れ
に
続
い
て
株
主
の
も
と
に
配
当
が
流
入
し
た
時
点
で
あ
る
と
い
う
、
配
当
所

得
税
に
適
用
さ
れ
る
収
支
計
算
に
基
づ
く
所
得
計
算
が
あ
る

（
59
）

。
ま
た
こ
の
競
争
中
立
性
は
法
人
と
人
的
会
社
等
と
の
私
法
上
の
構
築
の
違

い
を
敢
え
て
議
論
せ
ず
と
も
課
税
方
式
を
統
一
化
す
る
こ
と
を
正
当
化
し
や
す
い
。

し
か
し
、
競
争
中
立
性
を
以
っ
て
法
人
課
税
を
正
当
化
し
て
も
、
法
人
課
税
を
具
体
的
に
如
何
に
し
て
構
築
す
る
か
は
別
問
題
で
あ
る
。

特
に
、
競
争
中
立
性
の
言
明
を
首
尾
一
貫
さ
せ
る
と
、
現
行
の
ド
イ
ツ
企
業
税
法
を
合
理
的
に
説
明
で
き
な
い
箇
所
が
残
る
。
も
し
完
全

に
競
争
中
立
的
な
企
業
税
制
が
構
築
さ
れ
る
べ
き
で
あ
れ
ば
、
法
人
と
そ
れ
以
外
の
人
的
会
社
に
お
け
る
二
元
主
義
が
あ
っ
て
よ
い
は
ず

が
な
い

（
60
）

。
こ
の
よ
う
な
二
元
主
義
が
妥
当
し
て
い
る
以
上
税
制
は
企
業
間
競
争
に
中
立
的
で
は
な
い
。
例
え
ば
、
端
的
に
見
て
も
、
法
人

税
率
は
一
五
パ
ー
セ
ン
ト
と
最
高
所
得
税
率
と
比
較
し
て
極
め
て
低
く
、
事
業
税
を
斟
酌
し
て
も
法
人
に
つ
い
て
人
的
会
社
等
と
比
較
し

て
中
立
性
は
な
お
実
現
さ
れ
て
い
な
い
と
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
競
争
中
立
性
は
実
は
法
人
課
税
の
存
在
自
体
を
論
証
す
る
こ

と
は
な
お
可
能
で
あ
る
が
、
現
行
法
を
説
明
し
尽
く
し
て
い
な
い
と
見
る
べ
き
で
あ
る
。
し
か
し
さ
ら
に
競
争
中
立
性
の
言
明
に
何
か
規

範
的
意
義
を
承
認
す
る
と
す
る
の
で
あ
れ
ば
、
企
業
形
態
、
企
業
活
動
に
つ
い
て
原
則
と
し
て
統
一
的
な
課
税
方
式
を
要
請
す
る
と
こ
ろ

に
あ
る
で
あ
ろ
う
。
先
のPezzer

教
授
は
「
税
負
担
の
平
等
お
よ
び
競
争
の
中
立
性
を
要
求
す
る
ボ
ン
基
本
法
三
条
一
項
の
一
般
的
平
等

原
則
を
も
併
せ
る
と
、
同
じ
よ
う
に
経
済
生
活
に
お
い
て
活
動
し
て
い
て
、
純
資
産
の
増
加
分
を
稼
得
す
る
そ
う
し
た
あ
ら
ゆ
る
独
立
し

た
形
成
物
は
、
そ
の
私
法
上
の
法
形
態
に
関
係
な
く
平
等
に
課
税
さ
れ
る
と
い
う
要
請
が
導
出
さ
れ
る
」
と
す
る
。Pezzer

教
授
は
こ
の

よ
う
に
競
争
中
立
性
に
法
的
な
性
格
を
も
与
え
た
う
え
で
、
そ
の
意
味
内
容
を
明
確
化
し
て
い
る
。
要
す
る
に
所
論
を
ベ
ー
ス
と
す
れ
ば

競
争
中
立
性
は
企
業
形
態
に
中
立
的
な
税
制
の
構
築
を
要
請
す
る
法
的
な
意
味
で
の
規
範
的
言
明
を
持
つ
こ
と
が
で
き
る
。

（
59
）

H
ey,E

inführung
(Fn.4 ),R

z.17 .

（
60
）

K
raus,C

hristoph,K
öperschaftsteuerliche

Integration
von

U
nternehm

en,Frankfurta.M
.2009 ,S.121 .
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し
か
し
先
に
も
述
べ
た
よ
う
に
現
行
法
は
二
元
主
義
が
妥
当
し
て
い
る
の
で
、
必
ず
し
も
競
争
中
立
的
で
あ
る
と
は
言
え
な
い
。
連
邦

憲
法
裁
判
所
は
こ
の
点
に
つ
い
て
一
つ
の
回
答
を
示
し
て
い
る
。
一
つ
の
具
体
例
を
考
え
る
と
、
そ
も
そ
も
法
人
と
人
的
会
社
と
の
間
、

特
に
こ
こ
で
は
法
人
と
人
的
会
社
の
株
主
と
持
分
権
者
に
係
る
税
負
担
の
同
一
が
求
め
ら
れ
る
の
か
と
い
う
問
い
に
回
答
す
る
こ
と
が
必

要
で
あ
ろ
う
。
同
裁
判
所
は
私
法
上
の
構
造
を
異
に
す
る
法
人
と
人
的
会
社
と
の
間
で
の
完
全
な
平
等
扱
い
は
憲
法
の
要
請
す
る
と
こ
ろ

で
は
な
い
と
す
る
決
定
を
出
し
た（

61
）

。
事
実
関
係
は
簡
潔
に
ま
と
め
る
と
次
の
ご
と
し
。
原
告
は
い
わ
ゆ
る
事
業
分
割

（B
etriebsaufspaltung

）
を
行
い
、
有
限
会
社
（G

m
bH

）
た
る
事
業
の
保
有
企
業
の
一
人
持
分
権
者
で
あ
り
、
係
争
年
度
で
あ
る
一
九
九

四
年
に
九
五
九
八
二
九
六
マ
ル
ク
の
利
益
を
得
た
。
加
え
て
当
該
有
限
会
社
は
原
告
に
二
二
四
七
九
三
五
マ
ル
ク
の
配
当
を
行
っ
た
。
原

告
は
そ
れ
に
つ
い
て
事
業
所
得
と
し
て
申
告
を
行
っ
た
。
そ
の
際
、
旧
ド
イ
ツ
所
得
税
法
三
三
ｃ
条
と
い
う
事
業
所
得
に
対
す
る
最
高
所

得
税
率
に
係
る
優
遇
規
定
（
四
七
パ
ー
セ
ン
ト
）
の
適
用
を
原
告
は
求
め
た
。
こ
の
規
定
は
、
本
来
人
的
会
社
等
の
形
態
で
事
業
活
動
を

営
み
、
そ
れ
に
基
づ
き
事
業
所
得
を
稼
得
す
る
者
に
適
用
さ
れ
る
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
一
九
九
六
年
四
月
二
三
日
に
課
税
庁
は
前
叙

の
所
得
税
法
上
の
優
遇
措
置
の
適
用
は
な
さ
れ
な
い
と
し
た
。
原
告
は
不
服
申
立
の
後
、
出
訴
し
た
の
で
あ
る
が
、
当
該
訴
訟
の
争
点
の

一
つ
と
し
て
、
原
告
が
株
主
で
あ
る
有
限
会
社
は
法
人
と
い
う
法
形
態
に
基
づ
き
性
質
上
所
得
税
法
で
い
う
と
こ
ろ
の
事
業
所
得
を
稼
得

し
、
原
告
は
そ
こ
か
ら
配
当
所
得
を
稼
得
す
る
が
、
そ
の
配
当
所
得
に
は
、
旧
ド
イ
ツ
所
得
税
法
三
二
ｃ
条
の
適
用
は
な
く
、
株
主
は
法

人
税
の
み
で
な
く
事
業
税
負
担
を
も
含
ん
だ
上
で
配
当
所
得
を
稼
得
す
る
の
で
、
こ
こ
で
事
業
税
負
担
を
配
当
所
得
者
の
も
と
で
調
整
す

る
必
要
性
の
有
無
、
換
言
す
れ
ば
、
株
主
と
事
業
所
得
者
と
の
間
の
不
平
等
の
有
無
、
そ
し
て
そ
の
正
当
化
可
能
性
が
あ
っ
た
。
こ
れ
に

つ
い
て
連
邦
財
政
裁
判
所
（
第
一
〇
部
）
は
前
叙
の
旧
ド
イ
ツ
所
得
税
法
三
二
ｃ
条
に
つ
い
て
理
由
を
詳
述
し
た
上
で
違
憲
と
判
断
し
た

（B
FH

-B
eschl.24 .2 .1999 -X

R
171 /96 -,B

FH
E

(88 ,69 )

）。
そ
の
概
要
の
み
言
及
す
る
と
次
の
よ
う
に
な
る
。”旧
所
得
税
法
三
二
ｃ
条
は

（
61
）

B
V

erfG
v.21 .6 .2006 ,2

B
vL
2 /99 ,-2

B
vL
2 /99 -B

V
erfG

E
116 ,164 .
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確
か
に
法
人
段
階
で
配
当
に
充
て
ら
れ
る
利
益
に
係
る
事
業
税
負
担
の
配
当
所
得
の
段
階
で
の
斟
酌
を
予
定
し
て
い
な
い
。
し
か
し
事
業

分
割
に
係
る
課
税
が
問
題
に
な
る
場
合
に
は
事
業
遂
行
企
業
（B

etriebsunternehm
en

）
と
保
有
企
業
（bezitsunternehm

en

）
と
の
間
で

適
用
可
能
性
の
あ
る
い
わ
ゆ
る
両
企
業
間
配
当
非
課
税
制
度
の
も
と
で
ド
イ
ツ
事
業
税
法
九
条
二
ａ
号
に
よ
り
、
事
業
遂
行
企
業
お
よ
び

保
有
企
業
の
二
重
の
事
業
税
負
担
は
解
消
さ
れ
る
。
と
こ
ろ
が
こ
れ
で
は
保
有
企
業
か
ら
配
当
を
得
る
納
税
義
務
者
は
保
有
企
業
段
階
で

の
事
業
税
負
担
を
調
整
な
し
で
実
質
的
に
負
担
す
る
こ
と
と
な
る
。
こ
れ
は
一
九
七
七
年
法
人
税
法
上
の
イ
ン
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方
式
を

採
用
し
た
立
法
者
の
判
断
に
反
す
る
。
ま
た
法
人
と
株
主
と
の
間
で
二
段
階
課
税
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
（U

ndurchlässigkeit

）
も
こ

れ
を
正
当
化
し
な
い
。
何
故
な
ら
イ
ン
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方
式
は
法
人
株
主
間
を
一
段
階
（
”Durchgriff

durch
K

apitalgesellschaft

“）

と
し
て
扱
う
か
ら
で
あ
る
。“
し
か
し
連
邦
憲
法
裁
判
所
以
外
の
裁
判
所
が
あ
る
法
律
の
条
文
を
違
憲
と
判
断
し
、
そ
れ
を
適
用
し
な
い

場
合
に
は
、
連
邦
憲
法
裁
判
所
に
呈
示
す
る
必
要
が
あ
る
。
本
決
定
は
そ
れ
に
こ
た
え
る
呈
示
決
定
で
あ
る
。

本
決
定
は
以
上
の
事
実
関
係
の
も
と
に
お
い
て
旧
ド
イ
ツ
所
得
税
法
三
二
ｃ
条
が
所
得
税
法
上
の
事
業
所
得
に
つ
い
て
の
み
適
用
さ

れ
、
右
所
得
類
型
お
よ
び
そ
の
稼
得
者
に
の
み
税
負
担
軽
減
効
果
を
持
つ
こ
と
が
法
人
の
株
主
と
の
関
係
で
法
形
態
の
中
立
性
を
欠
く
の

で
は
な
い
か
、
と
い
う
問
い
に
つ
い
て
法
解
釈
論
上
の
解
答
を
与
え
た
も
の
で
あ
る
。
決
定
に
よ
る
と
、「
ボ
ン
基
本
法
三
条
一
項
は
法

人
の
配
当
利
益
が
株
主
の
も
と
で
人
的
会
社
の
分
配
利
益
と
所
得
税
法
上
同
じ
よ
う
に
扱
わ
れ
る
と
い
う
意
味
で
の
法
形
態
の
中
立
性
と

い
う
一
般
的
な
憲
法
上
の
原
則
を
有
し
て
な
い
。
そ
の
他
に
、
事
業
税
に
よ
る
利
益
配
当
に
係
る
前
段
階
税
負
担
を
も
た
ら
す
規
範
の
法

律
上
の
構
築
か
ら
は
、
平
等
に
適
っ
た
首
尾
一
貫
性
の
原
則
と
い
う
基
準
に
基
づ
い
て
、
所
得
税
法
三
二
ｃ
条
の
構
築
を
す
る
際
に
事
業

税
負
担
を
株
主
に
係
る
自
己
の
事
業
税
負
担
の
よ
う
に
処
理
す
る
と
い
う
そ
う
し
た
強
制
力
を
伴
う
立
法
者
の
義
務
は
生
じ
な
い
」

（197

）、「
所
得
税
法
三
二
ｃ
条
は
人
的
会
社
の
分
配
利
益
に
比
し
て
法
人
の
配
当
利
益
を
不
利
に
扱
う
。
優
遇
さ
れ
る
利
益
に
係
る
課
税

額
（B

em
essungsbetrag

）（
所
得
税
法
三
二
ｃ
条
二
項
）
の
中
に
は
事
業
所
得
―
そ
れ
は
個
人
事
業
者
と
し
て
の
自
然
人
ま
た
は
人
的
会
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社
の
共
同
事
業
者
が
稼
得
す
る
も
の
で
あ
る
―
も
、
も
し
利
益
が
分
配
さ
れ
る
、
つ
ま
り
営
業
用
財
産
の
領
域
か
ら
出
る
場
合
に
、
含
ま

れ
る
。
そ
の
反
対
に
事
業
税
法
九
条
二
ａ
と
結
び
つ
い
た
所
得
税
法
三
二
ｃ
条
二
項
二
文
に
よ
る
優
遇
は
持
分
権
者
が
最
低
一
〇
パ
ー
セ

ン
ト
資
本
参
加
す
る
そ
う
し
た
法
人
か
ら
利
益
配
当
に
基
づ
い
て
受
け
取
る
利
益
に
つ
い
て
は
適
用
さ
れ
な
い
。」（197 f.

）「
…
…
法
人

と
株
主
と
の
間
の
法
的
分
離
が
視
野
に
入
る
と
き
に
は
別
の
評
価
が
で
き
る
。
そ
う
し
た
一
層
形
式
的
な
、
法
形
態
を
指
向
し
た
見
方
を

す
る
と
、
法
的
に
独
立
し
て
、
そ
し
て
そ
の
背
後
に
い
る
者
と
離
れ
て
活
動
す
る
そ
う
し
た
法
人
が
前
面
に
出
て
く
る
。
経
済
企
業
の
持

つ
様
々
な
現
実
の
類
型
の
幅
広
い
ス
ペ
ク
ト
ラ
ム
の
中
で
二
つ
の
極
端
な
も
の
が
こ
う
し
た
異
な
る
見
方
に
対
応
す
る
。
一
方
の
一
人
社

員
有
限
会
社
で
あ
り
、
他
方
の
公
開
法
人
で
あ
る
。」、「
企
業
税
法
の
構
築
に
際
し
て
立
法
者
は
あ
ら
ゆ
る
状
況
に
つ
い
て
妥
当
な
解
決

を
発
見
す
る
と
い
う
困
難
の
前
に
立
た
さ
れ
る
。
…
…
そ
の
際
、
一
般
的
平
等
原
則
（
ボ
ン
基
本
法
三
条
一
項
）
と
い
う
基
準
に
照
ら
し

て
判
断
す
る
た
め
に
は
、
企
業
活
動
が
人
的
会
社
ま
た
は
法
人
と
い
う
形
態
に
お
い
て
行
わ
れ
る
か
否
か
に
応
じ
て
、
そ
れ
を
租
税
法
上

異
な
っ
て
扱
う
こ
と
に
つ
い
て
十
分
な
客
観
的
根
拠
が
あ
る
か
否
か
が
問
題
で
あ
る
。
…
…
租
税
法
は
、
そ
れ
と
と
も
に
、
担
税
力
の
異

な
る
帰
属
主
体
を
決
定
す
る
際
に
は
憲
法
上
疑
義
な
く
私
法
上
の
基
本
的
判
断
を
受
け
入
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
人
的
会
社
の
も

と
で
は
会
社
財
産
が
持
分
権
者
に
帰
属
す
る
が
（
商
法
一
〇
五
条
三
項
、
同
一
六
一
条
二
項
と
結
び
つ
い
た
民
法
七
一
八
条
）、
そ
の
反

対
に
法
人
の
財
産
は
そ
の
株
主
の
財
産
と
の
関
係
で
原
則
と
し
て
独
立
し
て
い
る
」（198 f.

）、「
…
…
法
人
に
係
る
隔
離
さ
れ
た
財
産
領

域
の
中
に
独
自
の
、
客
観
的
担
税
力
が
発
生
す
る
が
、
し
か
し
個
人
事
業
者
お
よ
び
人
的
会
社
に
つ
い
て
は
そ
う
で
は
な
い
と
い
う
そ
う

し
た
ド
イ
ツ
租
税
法
を
伝
統
的
に
刻
印
づ
け
て
い
る
前
提
は
、
一
つ
の
あ
り
う
る
差
別
化
の
基
準
を
構
成
す
る
。
そ
う
し
た
基
準
は
営
業

用
財
産
の
増
加
を
通
じ
た
担
税
力
の
負
担
根
拠
と
整
合
性
が
あ
り
、
そ
し
て
収
益
課
税
ま
た
は
所
得
課
税
の
も
と
で
法
形
態
に
基
づ
き
異

な
っ
た
扱
い
を
す
る
こ
と
を
確
か
に
立
法
者
に
強
制
し
な
い
が
、
し
か
し
そ
れ
を
原
則
と
し
て
禁
ず
る
も
の
で
も
な
い
」（200

）
と
す

る
。
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な
お
既
に
法
形
態
に
依
存
し
た
課
税
に
つ
い
て
否
定
す
る
判
決
が
あ
っ
た
（B

V
erfG

-B
eschl.

v.
10 .
11 .
1999 ,

-2
B

vR
2861 /193 -,

B
V

erfG
E
101 ,

151 ff.

）。
そ
の
事
案
は
、
売
上
税
に
係
る
非
課
税
規
定
の
適
用
可
能
性
が
、
税
務
署
長
に
よ
り
法
形
態
を
理
由
に
（
当
該

非
課
税
規
定
は
医
師
の
提
供
す
る
医
療
サ
ー
ビ
ス
に
適
用
さ
れ
、
有
限
合
資
会
社
と
し
て
の
療
養
所
に
よ
る
そ
れ
に
は
適
用
さ
れ
な
い
）

拒
否
さ
れ
た
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
そ
れ
に
つ
い
て
ド
イ
ツ
連
邦
憲
法
裁
判
所
は
そ
の
違
憲
を
認
め
た
。
で
は
先
の
判
決
と
二
〇
〇
六

年
判
決
と
の
関
係
は
ど
う
か
。
先
の
判
決
を
本
判
決
の
事
実
関
係
の
も
と
に
適
用
す
れ
ば
判
断
は
異
な
っ
た
か
も
し
れ
な
い
。
二
〇
〇
六

年
判
決
は
先
の
判
決
が
売
上
税
に
係
る
も
の
で
あ
り
、
消
費
者
へ
の
転
嫁
が
予
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
非
課
税
規
定
は
か
か
る
消
費
者
と

の
関
係
で
問
題
と
な
る
点
で
事
実
関
係
の
も
と
に
お
い
て
は
比
較
可
能
性
を
欠
く
と
し
て
い
る
（199

）。
以
上
の
よ
う
に
本
決
定
を
前
提

と
す
る
と
法
形
態
に
中
立
的
な
課
税
は
必
ず
し
も
憲
法
の
要
請
す
る
と
こ
ろ
で
は
な
い
こ
と
と
な
る
。
ま
た
租
税
法
学
者
お
よ
び
財
政
学

者
に
よ
り
提
案
さ
れ
た
ラ
ジ
カ
ル
な
改
革
は
要
請
さ
れ
な
い
と
結
論
付
け
る
こ
と
と
な
る
。
な
お
注
意
す
べ
き
は
こ
の
決
定
は
一
九
九
二

年
段
階
の
法
状
況
を
ベ
ー
ス
に
し
た
判
決
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。

し
か
し
こ
の
判
決
の
考
え
方
は
現
在
に
お
い
て
は
必
ず
し
も
採
り
え
な
い
と
す
る
立
場
が
あ
る

（
62
）

。
す
な
わ
ち
人
的
会
社
の
私
法
上
の
権

利
能
力
の
欠
如
と
い
う
こ
の
判
決
の
前
提
が
今
日
最
早
崩
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
法
人
は
独
自
に
権
利
能
力
を
有
し
て
お
り
、
そ
の
出

資
者
た
る
株
主
と
は
人
格
の
面
で
異
な
る
と
い
う
私
法
上
の
法
構
造
に
基
づ
い
た
課
税
方
式
の
識
別
は
で
き
な
い
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、

既
に
見
た
よ
う
に
、
公
益
法
人
の
収
益
事
業
に
係
る
課
税
の
あ
り
方
、
そ
し
て
部
分
的
権
利
能
力
の
承
認
に
係
る
議
論
が
そ
れ
を
示
し
て

い
る
。
ま
た
ボ
ン
基
本
法
一
九
条
三
項
に
基
づ
き
基
本
権
保
護
の
範
囲
は
人
的
会
社
に
拡
張
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
点
で
私
法
準
拠
主
義
に

係
る
重
要
な
立
脚
点
の
一
つ
は
崩
壊
し
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
ド
イ
ツ
の
学
説
の
レ
ベ
ル
で
は
こ
の
よ
う
に
連
邦
最
高
裁
判
所
の
考
え
る
よ
う
な
私
法
準
拠
主
義
の
承
認
に
は
批
判
が
あ

（
62
）

L
auterbach,E

in
neues

U
nternehm

enssteuerrecht(Fn.24 ),S.79 ff.
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る
。
本
稿
で
後
に
検
討
す
る
よ
う
に
、
そ
れ
に
続
け
て
学
説
は
新
た
な
企
業
税
法
の
構
築
を
試
み
て
い
る
。

２
　
競
争
中
立
性
の
機
能
―
応
益
負
担
原
則
と
の
対
比
に
よ
る
一
試
論
―

先
に
見
た
競
争
中
立
性
の
意
味
内
容
自
体
は
理
論
的
に
首
肯
で
き
る
も
の
で
あ
る
が
、
少
な
く
と
も
判
例
は
そ
れ
を
絶
対
的
基
準
と
し

て
い
な
い
。
そ
う
で
あ
る
な
ら
ば
、
競
争
中
立
性
は
租
税
政
策
の
形
成
に
際
し
て
理
論
的
に
も
無
意
味
で
あ
ろ
う
か
。
こ
こ
で
競
争
中
立

性
の
租
税
政
策
の
構
築
に
際
し
て
の
機
能
的
有
意
性
を
ド
イ
ツ
の
学
説
を
参
考
に
し
て
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
試
み
る
。
特
に
ド
イ
ツ
の

有
力
な
租
税
法
学
者
が
応
益
負
担
原
則
を
ベ
ー
ス
に
税
制
改
革
を
論
じ
て
い
る
の
で
、
そ
れ
と
の
比
較
を
念
頭
に
置
く
こ
と
と
し
た
い
。

既
に
（
二
）
１
（5）
で
見
た
よ
う
に
、
応
益
負
担
原
則
は
法
人
税
の
存
在
を
抽
象
的
に
論
証
す
る
こ
と
は
な
お
不
可
能
で
は
な
い
が
、
具
体

的
制
度
設
計
と
い
う
点
で
難
点
が
あ
る
こ
と
は
見
た
。
し
か
し
前
叙
の
よ
う
に
こ
の
点
で
近
時
応
益
負
担
原
則
に
着
目
す
る
見
解
が
あ
る
。

例
え
ば
、K

irchhof

教
授
は
い
わ
ゆ
る
年
度
課
税
主
義
（Jahressteuerprinzip

）
を
規
定
す
る
ド
イ
ツ
所
得
税
法
二
条
七
項
一
文
を
根
拠

に

”時
間
に
お
け
る
平
等
（G

leichheit
in

der
Z

eit

）“
と
い
う
概
念
を
定
立
し

（
63
）

、
そ
こ
か
ら
今
日
の
財
政
需
要
を
充
足
す
る
た
め
に
は
当

期
の
課
税
所
得
を
以
て
充
て
る
べ
き
と
の
言
明
を
導
出
し
、
個
人
の
経
済
活
動
に
係
る
今
日
の
成
果
へ
の
課
税
を
通
じ
た
参
加
が
正
当
化

さ
れ
、
以
て
今
日
の
国
家
収
入
が
増
加
す
る
こ
と
と
な
る
と
い
う
。
そ
し
て
今
日
に
お
い
て
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
す
る
者
は
そ
の
対
価

を
今
日
の
所
得
か
ら
支
払
う
べ
き
こ
と
と
な
る
と
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
考
え
方
に
は
、
財
政
運
営
に
つ
い
て
支
出
と
収
入
と
時
期
的
に

原
則
と
し
て
一
致
さ
せ
、
財
政
支
出
を
規
律
づ
け
る
と
い
う
積
極
的
効
果
を
承
認
す
る
こ
と
は
で
き
る
。
し
か
し
こ
れ
に
対
し
て
は
特
に

担
税
力
の
基
準
を
生
涯
所
得
に
求
め
、
複
数
課
税
期
間
を
通
じ
て
の
所
得
の
平
準
化
を
必
要
と
す
る
立
場
か
ら
は
確
か
に
批
判
が
あ
り

（
64
）

、

（
63
）

例
え
ば
、K

irchhof,
Paul,

E
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m
ensteuergesetzbuch
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R
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こ
の
立
場
の
当
否
に
つ
き
詳
細
な
検
討
は
別
稿
で
行
う
予
定
で
あ
る
。
と
も
か
く
法
人
は
先
に
も
述
べ
た
よ
う
に
私
法
上
権
利
義
務
の
主

体
で
あ
り
、
自
己
の
名
で
財
産
を
獲
得
で
き
る
と
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
そ
の
う
ち
稼
得
し
た
所
得
に
つ
き
法
人
は
配
当
ま
た
は
内
部
留
保

を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
こ
で
内
部
留
保
し
た
所
得
は
当
然
所
得
と
し
て
の
属
性
を
持
ち
な
が
ら
た
だ
法
人
の
も
と
に
内
部
留
保
さ
れ

て
い
る
こ
と
の
み
を
以
て
課
税
で
き
な
い
の
は
不
合
理
と
考
え
る
こ
と
も
で
き
よ
う
。
こ
の
こ
と
は
担
税
力
を
持
ち
な
が
ら
法
人
形
態
の

企
業
に
は
何
ら
の
課
税
も
行
わ
れ
ず
、
そ
の
市
場
で
の
競
争
相
手
で
あ
る
人
的
会
社
（
の
出
資
者
）
に
は
配
当
の
有
無
に
関
わ
り
な
く
所

得
課
税
が
行
わ
れ
る
ゆ
え
、
課
税
の
中
立
性
は
実
現
さ
れ
て
い
な
い
。
加
え
て
法
人
の
も
と
に
お
け
る
大
株
主
と
小
株
主
と
の
利
害
対
立

に
よ
り
前
者
は
内
部
留
保
を
選
好
す
る
。
そ
の
際
内
部
留
保
利
益
に
課
税
を
し
な
い
と
、
当
該
法
人
は
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
享
受
し
な
が
ら

（
そ
の
享
受
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
量
を
具
体
的
に
確
定
で
き
る
か
否
か
は
措
く
と
し
て
も
）
そ
れ
に
つ
き
何
ら
の
対
価
も
支
払
わ
な
い
こ
と

と
な
り
確
か
に
不
合
理
と
言
え
よ
う
。
な
おK

irchhof

教
授
の
議
論
は
法
人
が
独
自
の
担
税
力
を
有
す
る
こ
と
が
前
提
と
な
っ
て
い
る
と

思
わ
れ
る
。
し
か
し
な
お
応
益
負
担
原
則
へ
の
批
判
が
妥
当
す
る
。
特
に
、
望
ま
し
い
法
人
税
負
担
の
程
度
が
明
ら
か
で
は
な
く
、
換
言

す
れ
ば
、
競
争
中
立
的
な
税
制
の
構
築
を
必
ず
し
も
要
請
す
る
も
の
で
は
な
い
。
こ
の
反
対
に
競
争
中
立
性
は
先
に
見
た
よ
う
に
企
業
形

態
に
関
ら
ず
、
”同
一
の
“
税
負
担
を
企
業
税
制
の
あ
り
方
と
し
て
要
請
す
る
。
こ
れ
は
法
人
税
の
課
税
根
拠
の
論
証
と
具
体
的
設
計
の
指

示
を
担
う
も
の
で
あ
る
。
こ
の
点
が
競
争
中
立
性
の
持
つ
租
税
政
策
に
係
る
機
能
的
有
意
性
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

次
にK

irchhof

教
授
の
議
論
を
克
服
す
る
と
思
え
る
の
が
、Jürgen

V
ogt

氏
の
見
解
で
あ
る
。
例
え
ばV

ogt

氏
は
、
法
人
税
の
持
つ

人
為
益
繰
延
課
税
の
防
止
機
能
を
挙
げ
つ
つ
、
次
の
よ
う
に
述
べ
る
。「
…
…
し
た
が
っ
て
人
は
国
庫
を
国
家
共
同
体
の
代
表
と
し
て
見

な
し
う
る
の
で
あ
り
、
そ
し
て
そ
れ
と
と
も
に
国
家
の
租
税
請
求
権
を
生
産
要
素
へ
の
対
価
と
し
て
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。
そ
の
際
、

そ
れ
な
く
し
て
は
経
済
的
共
同
生
活
お
よ
び
支
障
な
い
生
産
活
動
が
今
日
最
早
行
い
得
な
い
そ
う
し
た
組
織
化
さ
れ
た
経
済
共
同
体
に
よ

（
64
）

T
ipke,K
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W
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E
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る
多
様
な
サ
ー
ビ
ス
が
生
産
要
素
と
し
て
見
な
さ
れ
る
。
応
益
負
担
原
則
の
こ
う
し
た
現
代
的
解
釈
の
結
果
は

”state
partnership

“
へ

の
変
化
で
あ
る
。
国
家
は
そ
れ
と
と
も
に
企
業
の
匿
名
参
加
者
と
な
る
。
小
株
主
が
少
な
く
と
も
利
益
の
内
部
留
保
が
行
わ
れ
る
際
に
株

式
を
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
一
方
で
、
”匿
名
参
加
者
で
あ
る
国
家
“
は
内
部
留
保
利
益
に
係
る
税
負
担
が
少
な
い
場
合
に
は
企
業
成

果
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
さ
も
な
く
ば
会
社
に
留
保
さ
れ
た
利
益
が
課
税
さ
れ
な
く
な
る
こ
と
を
以
っ
て
法
人
課
税
の
正
当
化

は
つ
ま
り
既
に
行
わ
れ
て
い
る

（
65
）

。」
と
。

右
のV

ogt

氏
の
見
解
を
約
言
す
る
と
以
下
の
よ
う
に
な
ろ
う
。
”法
人
国
家
の
提
供
す
る
イ
ン
フ
ラ
を
用
い
て
経
済
活
動
を
行
う
こ
と
と

な
る
が
、
そ
う
し
た
生
産
要
素
な
く
し
て
は
、
最
早
法
人
の
経
済
活
動
は
行
わ
れ
え
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
私
経
済
活
動
も
私
人
と
国
家
と

が
い
わ
ば
共
同
で
行
な
っ
て
い
る
こ
と
を
意
味
す
る
。“
と
。
こ
の
よ
う
な
理
解
を
ベ
ー
ス
にV

ogt

氏
は
法
人
税
を
国
家
の
私
経
済
活
動
へ

の
出
資
に
対
す
る
対
価
と
見
做
す
の
で
あ
る
が
、そ
の
際
法
人
の
内
部
留
保
利
益
に
対
す
る
法
人
税
負
担
が
”あ
ま
り
に
少
な
い
“
と
国
家

に
と
っ
て
の
対
価
は
あ
ま
り
に
不
十
分
で
あ
る
と
論
じ
て
い
る
。V

ogt

氏
の
国
家
と
私
経
済
活
動
と
の
関
係
に
つ
い
て
の
理
解
が
理
論
的

に
正
当
か
否
か
は
別
と
し
て
、
所
論
に
よ
る
と
法
人
税
負
担
は
あ
る
程
度
高
い
も
の
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
競
争
中
立
性
の

意
味
内
容
が
示
す
よ
う
に
、
法
人
と
人
的
会
社
等
と
の
税
負
担
の
同
一
化
と
い
う
租
税
政
策
が
導
出
さ
れ
る
こ
と
も
あ
り
え
な
い
こ
と
で
は

な
い
。
要
す
る
にV

ogt

氏
は
法
人
に
独
自
の
担
税
力
を
承
認
す
る
の
で
あ
る
が

（
66
）

、
そ
の
こ
と
を
以
上
の
考
察
と
併
せ
考
え
る
と
、
独
自
の

担
税
力
に
対
す
る
も
の
と
し
て
の
法
人
税
負
担
は
相
当
程
度
に
高
く
な
る
可
能
性
も
あ
り
う
る
こ
と
と
な
る
。
し
か
し
そ
れ
で
も
な
お
競
争

中
立
性
ほ
ど
に
租
税
政
策
の
具
体
的
内
容
を
指
示
す
る
も
の
で
は
な
い
。

（
65
）
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な
おV

ogt

氏
の
言
明
の
う
ち
、
国
家
の
持
つ
生
産
要
素
提
供
機
能
を
敷
衍
す
る
形
で
以
下
の
こ
と
を
付
言
し
て
お
く
。
そ
も
そ
も
一

方
で
国
家
の
給
付
と
税
と
の
厳
密
な
対
価
関
係
を
ベ
ー
ス
に
す
る
応
益
説
は
反
対
給
付
を
伴
わ
な
い
法
律
に
基
づ
く
金
銭
的
負
担
で
あ
る

税
の
性
質
を
直
視
し
て
否
定
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
が
、
他
方
で
現
代
国
家
の
性
質
を
表
現
す
る
租
税
国
家
概
念
に
も
着
目
す
べ
き
で
あ
る
。

す
な
わ
ち
、
現
代
国
家
は
税
収
に
拠
ら
な
け
れ
ば
私
経
済
活
動
に
不
可
欠
で
あ
る
生
産
要
素
の
提
供
と
い
う
現
在
の
国
家
活
動
の
範
囲
・

規
模
を
最
早
維
持
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
の
で
、
定
期
的
か
つ
確
実
に
税
収
を
確
保
す
る
必
要
が
生
ず
る
。
こ
の
点
で
人
為
的
繰
延
課
税

は
租
税
国
家
の
存
立
基
盤
の
維
持
と
い
う
租
税
制
度
の
意
義
と
相
容
れ
な
い
た
め
、
そ
れ
に
対
す
る
制
度
的
対
処
が
制
度
自
体
の
保
護
機

能
と
し
て
予
め
組
み
込
ま
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
法
人
の
も
と
で
課
税
繰
延
を
防
止
す
る
た
め
に
課
税
を
行
う
こ
と
が
求
め

ら
れ
よ
う
。
ま
た
、
こ
の
考
え
方
は
、
法
人
が
株
主
に
と
っ
て
の
単
な
る
投
資
媒
体
・
手
段
で
あ
る
か
否
か
に
拘
わ
ら
ず
妥
当
す
る
言
明

で
あ
る
。
以
上
に
よ
れ
ば
、V

ogt

氏
の
応
益
負
担
原
則
を
ベ
ー
ス
と
し
た
法
人
税
の
理
解
は
、
法
人
の
独
自
の
担
税
力
に
対
す
る
、
国
家

の
提
供
す
る
生
産
要
素
に
対
す
る
対
価
と
し
て
の
、
そ
し
て
人
為
的
繰
延
課
税
防
止
の
た
め
の
装
置
で
あ
る
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。

３
　
競
争
中
立
性
と
法
人
税
―
法
人
税
制
の
構
築
に
際
し
て
の
そ
の
限
界
―

以
上
で
近
時
の
応
益
負
担
原
則
に
係
る
議
論
と
の
比
較
を
以
て
競
争
中
立
性
の
意
義
・
租
税
政
策
の
構
築
に
際
し
て
の
機
能
性
を
論
証

し
た
が
、
し
か
し
、
先
に
も
指
摘
し
た
よ
う
に
、
現
実
の
税
制
は
競
争
中
立
的
な
そ
れ
に
は
な
っ
て
い
な
い
。
す
な
わ
ち
そ
も
そ
も
競
争

中
立
的
な
税
制
は
法
人
と
人
的
会
社
等
に
統
一
的
な
課
税
方
式
の
適
用
を
要
請
す
る
が
、
現
実
の
企
業
税
制
は
そ
う
で
は
な
く
、
二
元
主

義
が
妥
当
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
競
争
中
立
性
の
現
実
の
租
税
政
策
に
対
す
る
規
範
力
は
あ
ま
り
強
い
も
の
と
見
る
べ
き
で
は
な
い
。

そ
の
要
因
は
い
く
つ
か
考
え
ら
れ
る
が
、
本
稿
は
以
下
の
諸
点
に
着
目
し
よ
う
と
考
え
る
。

一
に
、
二
元
主
義
を
克
服
す
る
企
業
税
制
の
提
案
は
な
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
の
中
で
法
人
お
よ
び
人
的
会
社
等
に
統
一
的
に
法
人
課
税

を
行
う
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
、
ド
イ
ツ
の
企
業
法
制
を
見
る
と
、
人
的
会
社
が
圧
倒
的
に
多
く
、
そ
れ
ら
に
対
し
て
実
際
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に
は
法
人
税
率
よ
り
も
低
い
所
得
税
率
が
適
用
さ
れ
て
い
る

（
67
）

。
そ
う
す
る
と
競
争
中
立
性
を
根
拠
に
そ
れ
ら
に
対
し
て
法
人
課
税
が
行
わ

れ
る
と
、
税
制
上
所
得
課
税
と
比
べ
て
不
利
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
競
争
中
立
的
な
企
業
課
税
を
構
築
し
よ
う
と
す
れ
ば
、
そ
れ
に
対

し
て
政
治
的
抵
抗
が
あ
り
う
る
。
こ
の
事
情
は
こ
う
し
た
税
制
改
革
案
の
実
現
に
係
る
政
治
的
困
難
を
示
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。
加

え
て
、
法
人
税
の
持
つ
経
済
政
策
手
段
と
し
て
の
属
性
に
着
目
す
る
と
、
そ
の
機
能
の
意
義
は
大
き
く
、
特
に
税
率
の
高
低
が
投
資
家
の

意
思
決
定
に
際
し
て
相
当
程
度
の
シ
グ
ナ
リ
ン
グ
効
果
を
持
つ
と
経
験
上
考
え
ら
れ
る
の
で
、
法
人
税
率
が
所
得
税
率
と
の
関
係
で
一
方

的
に
引
き
下
げ
ら
れ
る
こ
と
も
あ
り
う
る
。

二
に
、
競
争
中
立
性
を
強
調
す
る
こ
と
は
、
法
人
課
税
の
独
自
性
を
強
調
す
る
こ
と
に
つ
な
が
る
が
、
実
際
に
は
そ
の
株
主
と
の
関
係

で
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
は
行
わ
れ
る
。
こ
こ
で
投
資
の
中
立
性
と
い
う
言
葉
が
あ
る
が
、
そ
れ
は
特
に
個
人
株
主
に
と
っ
て
法
人
へ
の

投
資
と
そ
れ
以
外
の
投
資
と
で
そ
れ
に
係
る
税
負
担
が
同
一
に
な
る
こ
と
を
要
請
す
る
。
法
人
税
負
担
が
ど
の
程
度
で
あ
ろ
う
と
も
イ
ン

テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
が
完
全
で
あ
れ
ば
、
二
重
課
税
は
除
去
さ
れ
、
投
資
の
中
立
性
は
実
現
さ
れ
る
。
こ
の
点
次
の
設
例
が
参
考
と
な
る
。

例
え
ば
現
行
法
に
よ
れ
ば
大
雑
把
に
言
う
と
利
子
は
定
期
的
に
社
債
権
者
に
支
払
う
義
務
が
あ
る
が
、
配
当
に
つ
い
て
は
原
則
と
し
て
決

議
の
有
無
で
い
わ
ば
ラ
ン
ダ
ム
に
決
定
さ
れ
う
る
。
し
た
が
っ
て
、
法
人
の
も
と
で
課
税
所
得
計
算
に
つ
い
て
社
債
の
利
子
支
払
（
損
金

控
除
）
と
配
当
（
利
益
処
分
）
と
の
間
で
相
違
が
あ
る
が
、
法
人
税
に
よ
っ
て
配
当
に
充
て
ら
れ
る
予
定
の
未
配
当
の
ま
ま
の
法
人
利
益

お
よ
び
内
部
留
保
利
益
に
つ
い
て
繰
延
可
能
性
の
調
整
を
行
う
必
要
が
生
ず
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
何
故
な
ら
利
子
は
社
債
権
者
の
も
と
で

所
得
課
税
が
な
さ
れ
る
の
で
繰
延
課
税
の
問
題
は
生
じ
な
い
か
ら
で
あ
る
。
そ
れ
故
そ
の
よ
う
な
形
態
で
支
払
先
で
課
税
さ
れ
る
も
の
に

は
法
人
の
も
と
で
損
金
扱
い
さ
れ
て
も
差
し
支
え
な
い
こ
と
に
な
る
。
逆
に
、
前
叙
の
よ
う
に
、
法
人
の
も
と
で
課
税
繰
延
が
発
生
し
な

い
よ
う
に
内
部
留
保
さ
れ
た
利
益
に
法
人
税
を
課
し
、
そ
れ
が
配
当
さ
れ
た
際
に
配
当
所
得
税
が
課
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
。
そ
れ
を
以
て

（
67
）
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最
終
的
に
、
法
人
税
負
担
お
よ
び
所
得
税
負
担
の
合
計
額
が
他
の
所
得
類
型
の
も
と
に
お
け
る
同
額
の
所
得
に
係
る
税
負
担
と
比
べ
て
等

し
く
な
る
よ
う
な
税
制
の
設
計
が
行
わ
れ
る
べ
き
こ
と
に
な
る

（
68
）

。
ま
たV

ogt

氏
も
「
こ
う
し
た
こ
と
か
ら
も
イ
ン
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン
方

式
も
法
人
を
独
自
の
法
人
税
主
体
と
し
て
承
認
し
た
の
で
あ
る
。
法
人
税
は
法
人
の
も
と
で
稼
得
さ
れ
た
利
益
に
つ
い
て
徴
収
さ
れ
る
。

し
か
し
株
主
へ
配
当
が
行
わ
れ
る
際
に
は
自
然
人
に
係
る
所
得
税
債
務
か
ら
控
除
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
経
済
的
に
は
再
び
消
滅
さ
せ
ら
れ

る
。
こ
れ
を
通
じ
て
分
離
原
則
お
よ
び
透
明
性
原
則
の
二
元
主
義
か
ら
生
ず
る
差
異
が
回
避
さ
れ
、
そ
し
て
―
事
業
税
に
よ
り
差
異
を
度

外
視
す
れ
ば
―
人
的
会
社
お
よ
び
法
人
の
平
等
扱
い
が
広
範
に
充
足
さ
れ
た

（
69
）

」
と
述
べ
、
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
株
主
・
出
資
者

の
も
と
で
の
投
資
の
中
立
性
の
実
現
可
能
性
に
言
及
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
以
上
の
側
面
に
着
目
す
る
と
、
法
人
税
に
つ
い
て
あ
く
ま
で

も
課
税
繰
延
の
防
止
装
置
と
い
う
性
格
が
強
調
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

以
上
の
よ
う
に
競
争
中
立
性
は
必
ず
し
も
首
尾
一
貫
し
て
法
人
税
制
の
中
で
実
現
さ
れ
て
い
な
い
。
こ
の
こ
と
は
、
例
え
ば
、
租
税
政

策
の
歴
史
的
展
開
、
税
制
改
革
の
政
治
性
、
株
主
課
税
の
存
在
等
法
人
税
制
が
様
々
な
要
因
に
よ
っ
て
影
響
を
受
け
つ
つ
構
築
さ
れ
て
き

た
こ
と
に
そ
の
原
因
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
確
か
に
法
人
税
制
は
多
様
で
あ
る
。
例
え
ば
課
税
繰
延
の
防
止
が
法
人
課
税

の
存
在
意
義
と
な
れ
ば
、
わ
が
国
で
は
現
在
課
税
が
停
止
さ
れ
て
い
る
税
率
一
パ
ー
セ
ン
ト
の
退
職
年
金
積
立
金
等
に
対
す
る
法
人
税

（
70
）

が

あ
る
よ
う
に
、
極
め
て
低
い
税
率
も
あ
り
う
る
こ
と
に
は
な
る
。
し
か
し
現
行
の
ド
イ
ツ
お
よ
び
日
本
の
法
人
税
法
は
そ
れ
と
は
異
な
っ

て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
例
え
ば
内
部
留
保
に
係
る
繰
延
利
益
の
う
ち
イ
ン
フ
レ
に
よ
る
も
の
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
の
み
法

人
課
税
を
行
う
こ
と
を
通
じ
て
国
庫
に
収
入
す
る
に
足
り
る
よ
う
に
構
築
す
る
こ
と
も
あ
り
う
る
わ
け
で
あ
っ
て
、
そ
の
際
法
人
税
率
は

（
68
）

K
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低
め
に
な
る
こ
と
も
あ
り
う
る
（
こ
の
イ
ン
フ
レ
に
よ
る
部
分
を
超
え
る
利
益
に
対
し
て
課
税
す
る
こ
と
を
税
率
で
は
な
く
課
税
標
準
の

計
算
に
際
し
て
控
除
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
行
う
こ
と
も
あ
り
う
る
。こ
の
場
合
に
は
税
率
は
相
対
的
に
低
く
は
な
ら
な
い
か
も
し
れ
な
い

（
71
）

）。

そ
し
て
そ
の
上
で
株
主
段
階
で
の
所
得
課
税
お
よ
び
出
資
者
段
階
で
の
そ
れ
に
よ
る
税
負
担
は
制
度
設
計
上
同
一
に
す
る
こ
と
も
可
能
で

あ
る
。
こ
の
場
合
右
の
租
税
政
策
は
投
資
家
に
と
っ
て
の
意
思
決
定
の
中
立
性
を
実
現
す
る
に
止
ま
る
。
し
か
し
、
逆
に
言
え
ば
、
現
行

の
日
独
の
法
人
税
法
を
見
る
限
り
、
法
人
税
率
は
退
職
年
金
積
立
金
の
運
用
益
に
対
す
る
法
人
税
の
そ
れ
と
比
べ
て
な
お
高
く
、
法
人
税

の
存
在
意
義
は
人
為
的
繰
延
課
税
以
外
の
も
の
が
あ
る
こ
と
を
右
は
示
し
て
い
る
こ
と
に
な
る
と
言
い
う
る
。
ド
イ
ツ
の
学
説
が
先
に
指

摘
し
た
よ
う
に
法
人
に
は
理
論
上
仮
の
も
の
で
あ
れ
独
自
の
担
税
力
が
承
認
さ
れ
て
い
る
の
で
、
人
為
的
繰
延
課
税
防
止
と
並
ん
で
法
人

の
担
税
力
に
対
す
る
課
税
が
行
わ
れ
て
い
る
と
理
論
構
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
言
い
う
る
。

（
四
）

小
括

以
上
で
大
ま
か
に
ド
イ
ツ
企
業
税
法
の
現
状
と
基
本
構
造
、
そ
し
て
法
人
税
に
係
る
議
論
が
明
ら
か
に
な
っ
た
も
の
と
思
わ
れ
る
。
す

な
わ
ち
ド
イ
ツ
企
業
税
法
は
私
法
準
拠
主
義
を
ベ
ー
ス
に
、
法
人
格
の
所
在
と
納
税
義
務
の
所
在
と
を
原
則
と
し
て
一
致
さ
せ
て
い
る
。

し
た
が
っ
て
、
法
人
税
は
そ
の
歴
史
的
淵
源
と
も
相
ま
っ
て
法
人
に
対
す
る
独
自
の
税
目
と
い
う
こ
と
と
な
る
。
し
か
し
租
税
法
学
説
上

は
、
私
法
に
お
い
て
人
的
会
社
の
権
利
能
力
が
承
認
さ
れ
て
い
る
の
で
、
私
法
準
拠
主
義
へ
の
固
執
は
理
論
的
に
支
持
し
得
な
い
段
階
に

ま
で
来
て
い
る
と
言
い
う
る
。
し
か
し
別
稿
で
詳
細
に
触
れ
る
予
定
で
あ
る
が
、
現
段
階
に
お
い
て
立
法
実
務
上
は
私
法
準
拠
主
義
が
克

服
さ
れ
る
と
も
思
わ
れ
な
い
。

（
71
）
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101－企業課税の現状と再構築の可能性（一）（手塚）

ま
た
法
人
課
税
は
理
論
的
に
は
自
明
で
は
な
い
。
伝
統
的
所
得
概
念
は
法
人
に
は
観
念
さ
れ
え
な
い
が
、
競
争
中
立
性
の
視
点
を
強
調

す
れ
ば
法
人
自
体
の
保
有
す
る
法
人
格
お
よ
び
経
済
社
会
に
お
け
る
活
動
の
実
態
に
基
づ
き
法
人
課
税
を
行
う
こ
と
自
体
は
何
ら
不
合
理

で
は
な
い
。
勿
論
競
争
中
立
性
と
い
う
概
念
の
み
で
法
人
税
の
具
体
的
構
築
が
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
。
し
か
し
私
法
準
拠
主
義
が
妥
当

で
な
い
こ
と
、
そ
し
て
競
争
中
立
性
が
法
人
課
税
の
正
当
化
に
一
定
の
有
意
な
貢
献
を
す
る
と
い
う
こ
と
は
、
本
稿
の
先
の
検
討
が
示
し

た
と
お
り
で
あ
る
。
さ
ら
に
競
争
中
立
性
を
援
用
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
法
人
の
み
で
な
く
、
そ
の
他
の
企
業
形
態
に
も
法
人
と
同
様
の

課
税
方
式
を
適
用
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

さ
ら
に
現
行
の
法
人
税
制
を
見
る
と
、
人
為
的
課
税
繰
延
の
防
止
の
み
が
法
人
税
の
存
在
根
拠
と
い
う
わ
け
で
は
な
い
こ
と
と
な
る
。

ド
イ
ツ
の
学
説
を
敷
衍
す
れ
ば
、
法
人
は
少
な
く
と
も
仮
の
担
税
力
を
有
す
る
の
で
あ
り
、
そ
れ
に
つ
い
て
独
自
の
課
税
方
式
と
し
て
の

法
人
税
が
あ
る
と
見
る
べ
き
こ
と
と
な
る
。

※
本
研
究
は
平
成
19
―
21
年
度
科
研
費
（
課
題
番
号：

１
９
７
３
０
０
２
３
）
の
助
成
を
受
け
た
も
の
で
あ
る
。


